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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高（百万円） 261,410258,951273,210271,361303,097

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △15,550 1,737 3,640 △1,645 11,713

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△12,937△24,658 1,466 3,935 922

包括利益（百万円） － － △249 3,255 3,820

純資産額（百万円） 102,775 76,279 72,495 75,356 79,132

総資産額（百万円） 173,412169,996159,818170,490177,610

１株当たり純資産額（円） 5,190.713,789.964,069.694,286.974,542.23

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額（△）（円）
△718.72△1,369.89 88.29 248.46 58.22

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 53.88 40.13 40.34 39.83 40.51

自己資本利益率（％） △12.75 △30.51 2.21 5.95 1.32

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
12,136 14,500 20,721 5,062 2,895

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△17,840 △7,534 △8,638 △12,504△15,756

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
1,028 △4,918 △4,478 1,959 6,712

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
25,324 27,122 33,336 27,946 25,494

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

11,151

（1,451）

11,792

    

12,576

（2,281）

12,644

（2,262）

13,027

（2,324）

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第86期、第87期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３．第84期、第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第85期の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高（百万円） 197,022202,150208,349210,855235,095

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △12,303 1,430 1,038 △3,215 11,138

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△20,152△23,327 174 2,891 △4,078

資本金（百万円） 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

発行済株式総数（千株） 18,000 18,000 15,840 15,840 15,840

純資産額（百万円） 85,328 61,732 58,187 60,787 56,654

総資産額（百万円） 133,099132,585125,686132,578124,610

１株当たり純資産額（円） 4,740.493,429.563,673.363,837.503,576.53

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)（円）

30.00

（－）

20.00

（－）

20.00

（－）

15.00

（－）

20.00

（－）

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額（△）（円）
△1,119.57△1,295.95 10.48 182.56△257.47

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 64.11 46.56 46.30 45.85 45.46

自己資本利益率（％） △20.93 △31.72 0.29 4.86 △6.95

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － 190.8 8.2 －

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

5,025

（922）

5,126

    

5,084

    

5,084

（628）

5,128

（654）

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第86期、第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

３．第84期、第85期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第85期、第86期の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

５．第84期、第85期及び第88期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和25年10月企業再建整備法に基づき、田中計器工業㈱を埼玉県北足立郡与野町（現さいたま市）に設立

昭和40年３月 英国トリコ社と技術提携のため、日本ワイパブレード㈱を埼玉県与野市（現さいたま市）に設立

昭和41年４月 日本電装㈱［現㈱デンソー］が㈱朝日製作所を愛知県刈谷市に設立

昭和43年９月 広島県加茂郡八本松町（現東広島市）に広島工場を建設

昭和45年７月 日本電装㈱［現㈱デンソー］と業務提携を行う

昭和52年５月 米国・ミシガン州にデトロイト駐在員事務所を開設

昭和54年４月 日本電装㈱［現㈱デンソー］より小型モータ事業の移管を受け、本社及び工場を静岡県湖西市に

移転し、社名を田中計器工業㈱からアスモ㈱に変更

昭和61年４月 ㈲サーブを静岡県湖西市に設立

昭和61年７月 アスモ・マニュファクチュアリング㈱を米国・ミシガン州に設立

昭和62年３月 韓国ワイパー㈱を大韓民国・京畿道に設立

昭和63年３月 アスモ・ノースカロライナ㈱を米国・ノースカロライナ州に設立

平成２年２月 愛知県豊橋市に豊橋工場を建設

平成２年９月 ㈲アピネスを静岡県湖西市に設立

平成３年４月 宮崎アスモ㈱を宮崎県東諸県郡国富町に設立

平成３年10月 日本ワイパブレード㈱の本社及び工場を埼玉県与野市（現さいたま市）から埼玉県加須市へ移転

平成５年３月 デトロイト駐在員事務所を廃止し、アスモ・デトロイト㈱を米国・ミシガン州に設立

平成６年７月 アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロライナ㈱を米国・ノースカロライナ州に設立

平成７年２月 ニッポンワイパブレード(M)㈱をマレーシア・ネグリ・センビラン州に設立

平成８年４月 現地資本との合弁事業として、天津阿斯莫汽車微電機有限公司を中華人民共和国・天津市に設立

平成８年９月 エヌダブリュビー・ユーエスエィ㈱を米国・ヴァージニア州に設立

平成９年７月 ㈱アスモ・インドネシアをインドネシア・西ジャワ州に設立

平成10年12月アスモ・ノースアメリカＬＬＣを米国・ノースカロライナ州に設立

平成12年10月大韓民国・ソウル特別市の豊星電機㈱［現デンソー豊星㈱］に㈱デンソーとともに資本参加

平成15年４月 エヌダブリュビー・ユーエスエィ㈱を米国・ヴァージニア州から米国・ノースカロライナ州へ移転

平成16年２月 アスモ・チェコ㈲をチェコ共和国ズルチ市に設立

平成17年３月 天津阿斯莫汽車微電機有限公司を連結子会社化

平成17年６月 阿斯莫（広州）微電機有限公司を中華人民共和国・広東省広州市に設立

平成23年５月 阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司を中華人民共和国・浙江省杭州市に設立

　

　

　

３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（アスモ株式会社）、子会社18社、持分法適用関連会社１社及び

親会社である㈱デンソーで構成されており、自動車用小型モータ＆システムの製造・販売を主な内容として事業活動

を展開しております。

　

親会社である㈱デンソーは、自動車部品の製造・販売を主な事業内容としており、当社グループは親会社の㈱デン

ソーに対しては、製品（モータ＆システム）の販売をしており、また、原材料等の一部の供給を受けております。

グループ各社の機能は、モータ部品、システム部品の生産とそれを受けた製品（モータ＆システム）の生産及び販

売に大きく分けられ、国内外各社がその立地・生産品目を活かした生産・物流体制により結合し、事業活動を展開し

ております。

この様に、当社グループは、モータ製造事業に特化しており、「環境」「安全」「利便・快適」をキーワードに用途

ごとに仕様の異なる製品を各地域にて生産・販売しております。

　

また、当社グループでは、グローバルな市場の拡大を視野に置き、日本をはじめ世界各地域においてすべての製品に

ついて需要に応じた事業展開を進めており、グループ内のマネジメントは地域別を中心に行っております。
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グループ事業におけるセグメントごとのグループ会社の位置づけは次のとおりであります。

セグメント

の名称
グループ会社 当社グループにおける機能

日本

当社

・製品、モータ部品及びシステム部品の生産

・国内得意先及び親会社である㈱デンソーへの製品の販売

・海外グループ会社への製品、モータ部品、システム部品の供給

日本ワイパブレード㈱

・システム部品の生産及び国内販売

・当社へのシステム部品の供給

・北米、アセアン、その他の地域のグループ会社へのシステム部品の供給

㈱朝日製作所 ・システム部品の生産及び当社、北米地域のグループ会社への供給

宮崎アスモ㈱ ・製品の委託生産

㈲サーブ、

㈲アピネス
・モータ部品の委託生産

北米

アスモ・マニュファクチュ

アリング㈱、

アスモ・ノースカロライナ

㈱、

アスモ・グリーンビル・オ

ブ・ノースカロライナ㈱

・製品及びモータ部品の生産

・北米地域の得意先及び親会社の北米子会社への製品の販売

エヌダブリュビー・ユーエ

スエィ㈱

・日本、アセアン、その他の地域のグループ会社からのシステム部品の輸入及び

北米グループ会社への供給

・北米地域の得意先へのシステム部品の販売

アスモ・デトロイト㈱ ・北米地域における営業活動・技術試験評価

アスモ・ノースアメリカ

ＬＬＣ
・北米グループ会社の統括

アセアン

㈱アスモ・インドネシア

・製品及びモータ部品の生産

・アセアン地域の得意先及び親会社の豪亜地域の子会社への製品の販売

・当社及び北米、中国、その他の地域のグループ会社への製品及びモータ部品の

供給

ニッポンワイパブレード

(M)㈱

・システム部品の生産

・日本、北米、その他地域のグループ会社へのシステム部品の供給

・日本、その他の地域のグループ会社からのシステム部品の輸入

・アセアン、中国他の得意先及び親会社の豪亜地域の子会社へのシステム部品

の販売

中国

天津阿斯莫汽車微電機有限

公司

・製品及びモータ部品の生産

・中国の得意先及び親会社の中国子会社への製品の販売

・中国及びその他の地域のグループ会社への製品及びモータ部品の供給

阿斯莫（広州）微電機有限

公司

・モータ製品及びシステム部品の生産

・当社及び北米、中国、その他の地域のグループ会社へのシステム部品の供給

・中国の得意先及び親会社の中国子会社への製品の販売

阿斯莫（杭州蕭山）微電機

有限公司

・モータ製品、モータ部品及びシステム部品の生産

・アセアン地域のグループ会社へのモータ部品の供給

・親会社の中国子会社への製品の販売

その他にシステム部品の生産及び主に韓国の得意先などへの販売を行っている韓国ワイパー㈱、製品の生産及び欧

州地域の得意先への販売を行っているアスモ・チェコ㈲があります。

また、持分法適用関連会社として製品の生産及び主に韓国の得意先などへの販売を行っているデンソー豊星㈱があ

ります。
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以上、述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

　

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な
事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（親会社）      

㈱デンソー

（注）２
愛知県 刈谷市 187,456百万円

自動車部品の

製造・販売

83.3

（11.3）

当社製品の販売先

土地の賃借

役員の兼任等…有
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な
事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

日本ワイパブレード㈱

（注）１
埼玉県 加須市 450百万円

自動車部品の

製造・販売
55.0

部品の購入先

当社製品の販売先

役員の兼任等…有

設備の賃貸

㈲サーブ 静岡県 湖西市 5百万円
自動車部品の

製造
100.0

部品の生産委託

役員の兼任等…有

設備の賃貸

㈲アピネス 静岡県 湖西市 65百万円
自動車部品の

製造
100.0

部品の生産委託

役員の兼任等…有

設備の賃貸

宮崎アスモ㈱
宮崎県 東諸県郡

国富町
150百万円

自動車部品の

製造
100.0

製品の生産委託

役員の兼任等…有

設備の賃貸

㈱朝日製作所

（注）１、３
愛知県 刈谷市 487百万円

自動車部品の

製造
20.0

部品の購入先

役員の兼任等…有

アスモ・ノースアメリカ

 LLC　　　　（注）１

米国 

ノースカロライナ州
87,600千US$

北米関係会社

の統括
100.0

北米拠点の統括

役員の兼任等…有

アスモ・マニュファク

チュアリング㈱　（注）１

米国 

ミシガン州
11,500千US$

自動車部品の

製造・販売

100.0

（100.0）
当社製品の販売先

アスモ・ノースカロライ

ナ㈱　　　　　（注）１

米国 

ノースカロライナ州
42,000千US$

自動車部品の

製造・販売

100.0

（80.0）

当社製品の販売先

役員の兼任等…有

アスモ・デトロイト㈱ 米国 ミシガン州 500千US$
北米での技術

支援
100.0調査研究委託先

アスモ・グリーンビル・

オブ・ノースカロライナ

㈱　　　　　　（注）１

米国 

ノースカロライナ州
42,500千US$

自動車部品の

製造・販売

100.0

（81.1）
当社製品の販売先

㈱アスモ・インドネシア

　　　（注）１

インドネシア 

西ジャワ州
18,000千US$

自動車部品の

製造・販売
100.0

当社製品の販売先

部品の購入先

役員の兼任等…有

アスモ・チェコ㈲

　　（注）１

チェコ共和国 

ズルチ市
320百万コルナ

自動車部品の

製造・販売
100.0当社製品の販売先

ニッポンワイパブレード

(M)㈱　　　　 （注）１

マレーシア 

ネグリ・センビラン州

30百万マレーシ

アリンギット

自動車部品の

製造・販売

90.0

（85.0）

役員の兼任等…有

資金貸付

エヌダブリュビー・ユー

エスエィ㈱　　（注）１

米国 

ノースカロライナ州
20,000千US$

自動車部品の

販売

82.0

（73.0）
役員の兼任等…有

韓国ワイパー㈱

（注）１

大韓民国 

京畿道
5,000百万W

自動車部品の

製造・販売

100.0

（61.8）
資金貸付

天津阿斯莫汽車微電機有

限公司　　　　（注）１

中華人民共和国

天津市
138,740千元

自動車部品の

製造・販売
50.5

当社製品の販売先

役員の兼任等…有

阿斯莫（広州）微電機有

限公司

中華人民共和国

広東省広州市
2,100千US$

自動車部品の

製造・販売
90.0

当社製品の販売先

部品の購入先

役員の兼任等…有

阿斯莫（杭州蕭山）微電

機有限公司（注）１、６

中華人民共和国

浙江省杭州市
30,100千US$

自動車部品の

製造・販売
90.0

当社製品の販売先

役員の兼任等…有

資金貸付
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な
事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（持分法適用関連会社）      

デンソー豊星㈱ 大韓民国 慶尚南道 8,180百万W
自動車部品の

製造・販売
29.1

部品の購入先

役員の兼任等…有

（注）１．特定子会社であります。

２．有価証券報告書の提出会社であります。

３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

４．議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）内は、間接所有で内数となっております。

５．連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の会社はありません。

６．当連結会計年度より新たに連結子会社となった会社であります。

　

　

　

５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

日本 6,557（ 1,099）

北米 1,211（ 337）

アセアン 3,525（ 497）

中国 1,243（ 329）

報告セグメント計 12,536（ 2,262）

その他 491（ 62）

合計 13,027（ 2,324）

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者及び準社員を含む。）であります。

２．臨時雇用者数は、当連結会計年度における年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

日本 5,128（654） 41.3 19.1 6,715,870

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び準社員を含む。）であ

ります。

２．臨時雇用者数は、当事業年度における年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。　

(3）労働組合の状況

当社グループにおいては、当社及び宮崎アスモ㈱の主たる労働組合は、全トヨタ労働組合連合会に加盟し、全トヨタ

労働組合連合会を通じて全日本自動車産業労働組合総連合会に加盟しております。

日本ワイパブレード㈱の労働組合は、ＪＡＭ埼玉に加盟し、ＪＡＭ埼玉を通じてＪＡＭに加盟しております。

なお、会社と組合との関係について特記すべき事項はありません。

（注）JAMとは Japanese Association of Metal, Machinery, and Manufacturing Workers の略であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

当期の世界経済は、欧州の債務問題による景気低迷や、中国等の新興国において輸出鈍化による減速感が出てきた

ものの、米国や東南アジアの景気が底堅く推移するなど、全体では緩やかな回復となりました。日本は、内需・輸出と

もに低調に推移しておりましたが、年度後半からの経済対策効果や円高の修正による輸出環境の改善などにより、回

復基調となりました。

自動車業界におきましても、欧州は車両販売が前年割れとなりましたが、堅調な米国や東南アジアでは販売が伸び、

世界全体としては緩やかに拡大しました。日本は、年度前半のエコカー補助金による効果や、東日本大震災による大幅

減産からの反動もあり、前年を上回る増加となりました。

当社グループにおいては、円高や原材料の大半を占める銅・鉄の価格の高値継続に加え、中国での日本車買い控え

による減産の影響もありましたが、日本・北米・東南アジアでの車両生産の増加や、年度後半の円安により、事業環境

は総じて好転しました。

このような中、平成24年４月に策定した「アスモグループ・グローバル中期方針」では、成長し続ける企業を目指

し、「競争力向上」「拡販強化」「グローバル事業の拡大」及び「収益向上・事業成長を支える経営基盤づくり」を

掲げ、グループ一丸となって全力で取り組んでまいりました。

 

競争力向上では、現行品のＶＡ・ＶＥ提案活動を積極的に進めると同時に、競合メーカーとの差別化を図る世界初

などの革新技術を織り込んだ製品や、省・脱希少資源化技術による原材料価格の変動の影響を受けにくい製品の開発

を進めてまいりました。多極化により小型化したフロントワイパモータには高効率減速機構を追加し、更なる小型軽

量・省電力化を実現しました。このワイパモータは、車両搭載性・燃費向上・CO2削減への大きな貢献が認められ、昨年

８月にトヨタ自動車株式会社より「技術開発賞」を受賞しました。また、グローバル視点での徹底した製品の標準化

の追及と設備費・型費低減１／ｎ活動などにより、ダントツの「モノづくり力」を強化し、各地域の市場成長を睨ん

だ最適生産と内製付加価値の向上を促進するなど、より一層の競争力強化に取り組んでまいりました。

拡販強化では、革新技術を織り込んだ次期型製品や市場ニーズを捉えた製品の積極的な投入と市場拡大が続く新興

国や欧米系カーメーカーへの幅広い拡販を図り、中国では部品・材料の現地調達・組付による電動ファンモータの新

製品の生産を開始しました。さらに、新用途・新領域の市場開発を進め、市販分野の新製品としてクルマを自分の好み

に合わせてカスタマイズするリアウインドウ用のカラフルワイパを投入しました。

グローバル事業の拡大では、急速に拡大する新興国市場などを重点に最適生産対応と供給体制の強化を進めてまい

りました。中国では天津阿斯莫汽車微電機有限公司の工場を拡張し、昨年８月より稼動した阿斯莫（杭州蕭山）微電

機有限公司に設備・型を製作する工機部門を設置するなど、需要拡大と拡販及び部品現調化の拡大に対応してまいり

ました。インドネシアにおいても工場を拡張し、アセアン域内外の需要拡大への対応を図るとともに、インドでは新工

場への生産移転を開始し、生産能力の拡大と次期型新製品投入による競争力向上に取り組んでまいりました。

収益向上・事業成長を支える経営基盤づくりでは、「人づくり」を最優先と捉え、社員一人ひとりが将来を見据え、

広い視野に立って活躍できるよう「グローバル人材育成制度」の運用を開始するとともに、業務改革手法活用による

管間業務のスリム化や「ひらめき提案活動」の全社大会開催など更なる活性化を進めてまいりました。

また、株式会社デンソーと連携し、「お客様視点」での品質情報の収集やグループ会社と一体となった「節目管

理」「自工程完結」の実践により、市場対策を発生させないグローバルでの品質保証体制づくりにも取り組んでまい

りました。

ＣＳＲ活動への取り組みについては、環境保全・省エネルギー活動として、ＬＥＤ照明への切替促進や生産部門の

勤務シフトによる夏季ピーク電力の削減活動を推進するなど、グループ会社と一体となった省エネ活動に取り組むと

ともに、台風で治水機能が失われた山肌に植林する「アスモの森」活動を開始し、地域の水源である湖西連峰の環境

保全に着手しました。また、社員が安心して仕事と育児の両立ができるよう「アスモきらきら保育園」を開園するな

ど働きやすい環境の整備も進めてまいりました。

今後も社員一人ひとりが社会的課題を認識し、ＣＳＲ活動の実践を通して社会から信頼され共感される企業グルー

プを目指してまいります。
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当連結会計年度の業績は、売上高は、日本での車両生産の回復や北米、アセアンでの販売好調などにより、303,097百

万円（前期比31,735百万円増、11.7％増）と増収になりました。利益については、直材費低減など徹底した原価改善活

動、売上増加による操業度差益、円安による為替差益などにより、営業利益は11,300百万円（前期は1,645百万円の営

業損失）、経常利益は11,713百万円（前期は1,645百万円の経常損失）となりました。当期純利益については、厚生年

金基金脱退一時金を特別損失として計上したことなどにより、922百万円（前期比3,013百万円減、76.6％減）となり

ました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

売上高は、エコーカー補助金の効果などによる車両生産の回復と好調な北米・アセアン向け輸出の増加などによ

り、246,995百万円（前期比24,280百万円増、10.9％増）と増収になりました。営業利益は、原価改善や売上増加によ

る操業度差益、円安による為替差益などにより、10,020百万円（前期は3,588百万円の営業損失）となりました。

　

②北米

売上高は、北米及び日系カーメーカーの車両生産の増加などにより、52,124百万円（前期比10,109百万円増、

24.1％増）と増収になりました。営業利益は、売上増加による操業度差益、原価改善などにより、959百万円（前期比

490百万円増、104.6％増）となりました。

　

③アセアン

売上高は、日系カーメーカーの車両生産の増加などにより、35,182百万円（前期比9,185百万円増、35.3％増）と

増収になりました。営業利益は、売上増加による操業度差益、原価改善などにより、1,262百万円（前期比479百万円

増、61.2％増）となりました。

④中国

売上高は、日本車買い控えによる減産の影響があったものの、欧州向け製品の増加及び阿斯莫（杭州蕭山）微電

機有限公司が昨年８月より稼動したことなどにより、18,950百万円（前期比74百万円増、0.4％増）と増収になりま

した。利益は、阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司の立ち上がり損失などにより、898百万円の営業損失（前期は113

百万円の営業利益）となりました。

　

なお、報告セグメントに含まれない「その他」の区分については、売上高は、欧州地域でのワイパモータ、ブロワ

モータの拡販により、10,385百万円（前期比767百万円増、8.0％増）と増収になりました。利益は、原価改善などは

あるものの、韓国地域での得意先要請による売価変動や労務費の増加などにより、316百万円の営業損失（前期は31

百万円の営業損失）となりました。

　　

EDINET提出書類

アスモ株式会社(E02206)

有価証券報告書

10/91



（2）キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物（以下「資金」）は、営業活動により2,895百万円の増加、投資活動により15,756百万円の減

少、財務活動により6,712百万円の増加及び為替換算による調整などの結果、前連結会計年度末に比べ3,406百万円減

少し、阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司の連結子会社化による増加954百万円もあったことから、当連結会計年度末

残高は25,494百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は、2,895百万円（前期比42.8％減）となりました。これは、税金等調整前当期純損

失1,554百万円に加え、仕入債務の減少7,725百万円、たな卸資産の増加2,820百万円などの資金減少要因があったも

のの、資金の支出を伴わない減価償却費12,233百万円、売上債権の減少6,449百万円などの資金増加要因があったこ

とによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、15,756百万円（前期比26.0％増）となりました。これは、主に新製品切替、製品

の品質・信頼性の向上を目的とした機械装置等の有形固定資産の取得による支出16,056百万円、有形固定資産の売

却による収入591百万円などによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は、6,712百万円（前期比242.5％増）となりました。これは、配当金の支払237百万

円などの資金減少要因はあったものの、連結子会社の借入金が6,880百万円増加したことによる資金の獲得です。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 246,426 110.4

北米（百万円） 52,502 124.8

アセアン（百万円） 35,219 134.5

中国（百万円） 19,246 102.1

報告セグメント計（百万円） 353,394 113.9

その他（百万円） 10,567 108.7

合計（百万円） 363,962 113.7

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）受注状況

当グループは㈱デンソーをはじめとして、各納入先より向こう３ヶ月の生産計画の提示を受け、当グループの生産

能力を勘案して生産計画を立てており、すべて見込生産でありますので、該当事項はありません。

（3）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 197,714 107.7

北米（百万円） 51,445 124.3

アセアン（百万円） 27,383 140.4

中国（百万円） 17,021 94.6

報告セグメント計（百万円） 293,565 111.9

その他（百万円） 9,532 106.4

合計（百万円） 303,097 111.7

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱デンソー 142,291 52.4 157,299 51.9

デンソー・インターナショナル

・アメリカ㈱
25,013 9.2 30,541 10.1
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３【対処すべき課題】

今後の世界経済は、米国の緩やかな景気回復に加え、先進国を上回る成長を維持する中国等の新興国が成長を支え

る原動力になると想定されますが、欧州の債務問題による景気低迷の継続や欧州以外の景気に影響を及ぼすリスクも

想定されます。日本は景気回復の兆しはありますが、内需は引き続き低迷しており、依然として不透明な状況が見込ま

れます。

自動車業界におきましては、欧州の車両販売は低迷するものの、米国は雇用回復による個人消費の堅調が継続、中国

等の新興国は所得増加により需要拡大が続き、全体では前年を上回る伸びが見込まれます。日本はエコカー補助金終

了の反動による減少により、前年割れになると見込まれます。

このような事業環境下、「アスモグループ・グローバル中期方針」を基本に、2020年にめざす「事業成長シナリ

オ」の３本柱である拡販・製品開発・付加価値アップを確実に実行し、原材料価格や為替の変動に左右されにくい体

質作りを更に促進するとともに、お客様のニーズの多様化や新興国など海外市場の更なる拡大をチャンスと捉え、お

客様第一・グローバル視点・スピード重視で車載用モータのリーディングカンパニーを目指して次のような課題に

全社一丸となって取り組んでまいります。

（1）競争力向上

世界初などの革新技術を織り込んだモータの新構造や脱希少資源の技術確立を進め、競合メーカーと差別化を図る

とともに、ブラシレスモータの制御回路の自社開発や新材料・新工法の技術開発も加速してまいります。また、グロー

バル視点で徹底した製・部品の標準化と設備の小型化・加工技術強化によるダントツの「モノづくり革新」を加速

し、基幹重要部品の内製化を強化するなど、付加価値の向上を図りながら、より一層の競争力向上に取り組んでまいり

ます。

　

（2）拡販強化

革新技術を織り込んだ次期型製品や制御回路内蔵モータの拡販促進と新用途への提案活動を推進するとともに、拡

大が続く新興国市場や市販も含めた新領域への幅広い拡販を促進するなど、国内外での拡販活動をさらに強化してま

いります。

　

（3）グローバル事業の拡大

中国・アセアン・インドなどに新設・増強した生産拠点を円滑に立ち上げ、新興国市場での新製品・新事業の積極

的投入と本格事業化を進めるとともに、為替動向を踏まえた現地生産・現地調達化やグローバルでの物流革新を促進

し、グループ会社と一体となったグローバル生産供給体制を強化してまいります。

　

（4）収益向上・事業成長を支える経営基盤づくり

次世代を担いグローバル成長を牽引できるコア人材の育成とマネジメントローカル化の促進、全拠点の生産情報を

見える化するシステムの整備などを進めてまいります。

また、新たに品質管理部を設置するなど品質関連組織の拡充により、新設・増強した生産拠点をはじめ全グループ

会社と一体となったＥＤＥＲ活動（早期発見・早期解決）を強力に推進し、お客様の目線に立ったグローバルでの品

質保証体制を更に強化するなど、強靭な経営基盤を構築してまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。当社グループでは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発

生した場合の損害の軽減に努めております。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成25年６月18日)現在において当社グループが

判断したものであります。

　

（1）経済状況

当社グループの属する自動車部品業界は、当社グループが製品を販売している国または地域の自動車販売の動向に

大きく左右されます。従って、日本、北米、欧州、アジアを含む当社グループの主要市場における景気後退等に伴う自動

車需要の縮小は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの事業は、競合他社が製造を行う地域の経済状況から間接的に影響を受ける場合があります。例

えば、競合他社が現地でより低廉な人件費の労働者を雇用した場合や現地の通貨が下落した場合、当社グループと同

種の製品をより低価格で提供できることになり、その結果、当社グループの売上が悪影響を受ける可能性があります。

このような傾向により、輸出競争や価格競争が熾烈化し、いずれも当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性が生じることになります。

 

（2）為替レートの変動

当社グループの事業には、北米、欧州、アジアの世界各地における製品の生産と販売が含まれております。各地域に

おける売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算しておりますが、換算時の

為替レートにより、現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能性があり

ます。一般に、米ドル及びユーロ等に対する円高は当社グループの事業に悪影響を及ぼし、特に、当社グループが日本

で生産し輸出する事業においては、当社製品のグローバルでの相対的な価格競争力を低下させ、業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

当社グループは、為替変動の経営への影響を踏まえた為替ヘッジ方針を決め、米ドル、ユーロ及び円を含む主要通貨

間の為替レートの短期的な変動による悪影響を最小限に止める努力をしておりますが、中長期的な為替レートの変動

によっては将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

（3）原材料等の不足及び価格の高騰

当社グループでは、製品の生産に必要な鉄棒・鉄板・銅線などについて、必要量の供給枠確保を図る一方、設計段階

からの材質見直しや省資源化をはじめ、廃材リサイクルなどの省資源活動の推進を積極的に進めております。しかし

ながらそうした活動にもかかわらず、新興諸国の景気拡大に伴う急速な需要増加などに起因した資源需給の逼迫に加

え、資源輸出国における経済・社会情勢などの変化や自然災害などに起因した原材料等の市況の高騰、さらには生産

停止を招いた場合には、当社グループの業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。

 

（4）新製品開発力

当社グループは小型モータシステム製造の専業メーカーとして、主に自動車分野の各種機能向上を支えるべく、用

途開発や基礎研究を進めております。一方で、基幹技術であるモータの原理は広く知られており、他社が回転・線形移

動・加減調整などの機能について優れた革新技術や活用方法を発見して急速に普及させた場合や、当社グループが業

界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品の開発が遅れた場合には、将来の成長と収益性を低下させ、当社

グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

（5）価格競争

自動車部品業界では、消費者の価値観の変化や環境ニーズの高まりに伴う低価格なハイブリッドカーや特に新興国

での小型・低価格車の市場拡大により、熾烈な価格競争状態を呈しております。また、高度な技術力を有する有力同業

企業間に止まらず、低労務費を活かした新興諸国及び異業種からの参入なども含め、世界市場における価格競争は更

に一層激化していくものと予想されます。こうした状況において当社グループは、デンソーグループの一員として自

動車の可能性をトータルにご提案し、お客様の要請に高度なレベルで応える新製品の提供を積極的に進めておりま

す。

しかし、自動車のモデルチェンジに伴う部品のモジュール化や世界最適調達による調達先の絞り込みなどから、当

社グループ製品のシェアが大きく変動することが考えられ、製品の競争力次第では当社グループの業績と財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。
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（6）海外事業におけるリスク

当社グループは北米、欧州、アジアにおいて事業を展開しており、各グループ会社では、地域間または当社との間で

の密接な情報交換を行っており、さまざまな局面で発生した問題に対しグループとして迅速な措置を行い、リスクの

予防や拡大防止に努めております。しかしながら、そうした通常想定されるリスクの前提を超える場合、例えばテロ、

戦争、疾病その他の要因による社会的または経済的混乱、予期しない政治または法環境の変化などの不測の事態が発

生した場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

（7）知的財産権

当社グループは他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してきましたが、これらの技術とノウハウの一部

は、特定の地域及び国では法的制限のため知的財産権として完全な保護ができず、第三者が当社グループの知的財産

権を使って類似した製品を製造することを効果的に防止できない可能性があります。また、当社グループの製品が、将

来的に第三者の知的財産権を侵害しているとされる可能性もあります。

 

（8）製品の欠陥

当社グループは北米、欧州、アジアの各地域の工場で世界的に認められている品質管理基準に従って各種のモータ

製品を製造しております。しかし、すべての製品について欠陥が無く、将来にわたってリコールが発生しないという保

証はありません。大規模なリコールや製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社グループ

の評価に影響を与え、それにより売上が低下し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

（9）災害による影響

当社グループの国内主力生産拠点である静岡県西部地区は、将来大規模な地震の発生が予測されております。これ

に対し、当該地域での建物の耐震補強、倒壊の危険のある老朽施設の撤去、すべての設備の転倒・すべり防止、防災体

制・連絡網の整備や定期的な防災訓練の実施など着実に施策を進めてまいりました。ただし、こうした対策にもかか

わらず、想定を超える地震の発生による被害または地震に伴う長時間の停電などによっては、生産能力が著しく低下

または生産・納入活動が停止する可能性があります。また、材料・部品の調達先あるいは製品の納入先や顧客が地震

や津波の発生による被害または長時間の停電などにより生産能力が著しく低下または停止する可能性があり、この場

合においても当社グループの生産・納入活動に大きく影響が及ぶ可能性があります。更に電力会社の供給能力不足に

よる電力使用制限によっては生産・納入活動に影響が及ぶ可能性があります。

 

（10）退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率など数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収

益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合は、一般

的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。

　

　

５【経営上の重要な契約等】

技術受入契約は、次のとおりであります。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

アスモ株式会社 キヤノン株式会社 日本 超音波モータ
特許実施権の許与

技術情報の提供

自 平成10年１月１日

至 平成29年12月31日

（注）ロイヤルティとして契約製品売上の一定率を支払っております。

 

EDINET提出書類

アスモ株式会社(E02206)

有価証券報告書

15/91



６【研究開発活動】

新製品に係る研究開発活動におきましては、主に当社の開発・技術部門が中心となり、営業・生産技術及びグロー

バルには関係する海外拠点とも連携をとりながら、「環境・安全・快適・利便」をキーワードとして開発に取り組ん

でおります。特に、環境問題への取組みとしては、CO2低減に向けて、自動車の燃費向上に貢献する新システム用モータ

の開発や軽量・高効率なモータの開発に力を注ぎ、製品の省資源化や環境負荷物質抑制に向けた代替技術の開発など

にも精力的に取り組んでおります。

また、将来にわたる魅力ある製品づくり、更なる品質向上を目指して関係部門が一体となり、開発部門を中心に基盤

技術の確立に向けた活動に取り組んでおります。

なお、当連結会計期間の研究開発活動はすべて日本で推進しており、研究開発費の総額は13,172百万円（前年度比

7.6％増）となっております。

　

日本における、研究成果は次のとおりであります。

　

新製品として、多極化により小型軽量化したフロントワイパモータに高効率減速機構を採用し、さらなる小型軽量

・省電力化を実現しました。また中国生産品では、部品・材料の現地調達、現地での組付を前提とした電動ファンモー

タの車両搭載が決定しました。

用品分野では新製品としてクルマを自分の好みにあわせてカスタマイズするリアウインドウ用のカラフルワイパ

を投入しました。

将来に向けた開発では、車両の新システムに対応するブラシレスモータ及びモータ駆動制御技術の開発とモータへ

の一体化によるスマート化、小型軽量・高効率・省資源を更に追求したモータ技術開発を推進しております。

　

　

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの財務諸表は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されており、その作成に

際しては、経営者による会計方針の選択・適用と、資産・負債の評価などの会計上の判断・見積りが含まれておりま

す。経営者はそれらの決定にあたり、過去の実績や現在の状況を継続的に把握・評価し、合理的な判断を下しておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５ 「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。中でも、当社グループとして、以下の重要な会計方針が

連結財務諸表の作成における当社グループの重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと認識しております。

①繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見積っております。

繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積額が減少した場合は繰延税金資産

が減額され税金費用が計上される可能性があります。

②有価証券の減損処理

当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、得意先の株式等を保有しております。これらの株式は価格変

動リスク等を負っているため、合理的な基準に基づいて有価証券の減損処理を実施しております。当社グループの

採用する減損処理に係る合理的な基準は、第５ 「経理の状況」の有価証券関係の注記に記載しております。将来、

株式市場の悪化または投資先の業績不振による株式の市場価格や実質価額の下落により評価損を計上する可能性

があります。

③退職給付引当金

退職給付費用及び退職給付債務の算出では、割引率、給付額、利息費用や年金資産の期待収益率などの見積り値を

前提条件にしております。当社グループが使用した前提条件は妥当なものと考えておりますが、実際の結果がそれ

らの前提条件と異なる場合や前提条件が変更された場合、あるいは法改正や採用する退職給付制度の変更があった

場合、過年度における数理計算上の差異や過去勤務債務の累計は将来期間において償却されるため、将来の退職給

付費用及び退職給付債務に大きな影響を与える可能性があります。

④製品保証引当金

EDINET提出書類

アスモ株式会社(E02206)

有価証券報告書

16/91



当社グループは、製品の販売後の保証費用の支出に備えるため、製品保証引当金を計上しております。保証費用は

特定案件の負担額の見積りにより計上しておりますが、製品保証引当金が適切かどうかを常に確認し、発生が見込

まれる保証費用について、必要十分な金額を引当計上しております。そのため、実際の発生は、それらの見積りと異

なることがあり、引当金の計上金額が大きく修正される可能性があります。

（2）財政状態の分析

①資産

資産合計は、前連結会計年度末(以下、前年度末と表記)に比べ7,120百万円（4.2％）増加し、177,610百万円とな

りました。

流動資産は、115,668百万円（前年度末比0.1％増）となりました。これは、関係会社預け金が6,777百万円、受取手

形及び売掛金が4,495百万円減少したものの、その他流動資産が4,908百万円、たな卸資産が4,883百万円増加したこ

となどによるものであります。

固定資産は、61,942百万円（前年度末比12.7％増）となりました。これは、連結範囲の変動などにより投資その他

の資産が511百万円減少したものの、阿斯莫(杭州蕭山)微電機有限公司における設備投資の増加などにより、有形固

定資産が7,530百万円増加したことによるものであります。

②負債

負債合計は、前年度末に比べ3,344百万円（3.5％）増加し、98,478百万円となりました。

流動負債は、77,169百万円（前年度末比1.9％増）となりました。これは、支払手形及び買掛金が5,377百万円減少

したものの、短期借入金が7,384百万円増加したことなどによるものであります。

固定負債は、21,308百万円（前年度末比9.8％増）となりました。これは、繰延税金負債が21百万円減少したもの

の、長期借入金及び関係会社長期借入金が1,658百万円増加したことなどによるものであります。

③純資産

純資産合計は、前年度末に比べ3,775百万円（5.0％）増加し、79,132百万円となりました。

これは日本ワイパブレード㈱(当社持分比率55.0％)が、当期純損失を計上したことなどによる少数株主持分の減

少268百万円などがあるものの、円安の進行による為替換算調整勘定の増加3,211百万円、当期純利益などにより利

益剰余金が前年度末に比べ648百万円増加したことによるものであります。

以上から、当連結会計年度末の自己資本比率は、前年度末の39.8％から0.7ポイント増加し40.5％となりました。

（3）経営成績の分析

①売上高

売上高は、日本での車両生産の回復や北米・アセアンの販売好調及び年度後半の円安の影響を受け、売上高は、前

年度に比べ31,735百万円(11.7％）増加し、303,097百万円となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、売上増などに伴う上昇に対し徹底した原価改善活動に努めた結果、前年度に比べ17,511百万円

（6.9％）増加し、270,173百万円となりました。

販売費及び一般管理費については、成長著しい新興国向の低コスト製品開発、環境・安全・新分野への製品開発

等、今後事業成長が見込まれる分野への重点強化策などにより、前年度に比べ1,278百万円（6.3％）増加し、21,623

百万円となりました。

③営業損益

当連結会計年度の営業損益は、11,300百万円の利益となり、前年度に比べ12,946百万円の良化(前年度は1,645百

万円の営業損失)となりました。これは、原価改善や売上増に伴う操業度差益などによるものであります。
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④営業外損益

当連結会計年度の営業外損益は、413百万円の利益となり、前年度の0百万円の利益と比べ412百万円の良化となり

ました。これは、デリバティブ評価損の増加、阿斯莫(杭州蕭山)微電機有限公司の開業費の発生があるものの、外貨

建債権円転時の為替差益が増加したことなどによるものであります。

⑤特別損益

当連結会計年度の特別損益は、13,268百万円の損失となり、前年度の6,258百万円の利益と比べ19,526百万円の悪

化となりました。これは、前年度に製品保証引当金戻し入れによる利益がありましたが、当年度は厚生年金基金から

の脱退に伴う特別掛金等を特別損失として計上したことなどによるものであります。

⑥税金等調整前当期純損益

以上の結果、税金等調整前当期純損益は1,554百万円の損失となり、前年度の4,613百万円の利益に比べ6,168百万

円の悪化となりました。

⑦法人税等

当連結会計年度の法人税等は、2,879百万円減少し、△1,703百万円となりました。これは税効果会計及び北米拠点

での移転価格税制による影響などによるものであります。

⑧少数株主損益調整前当期純損益

以上の結果、少数株主損益調整前当期純損益は148百万円の利益となり、前年度の3,436百万円の利益に比べ3,288

百万円の悪化となりました。

⑨少数株主損益

少数株主損益調整前当期純損益から控除される少数株主損益(損失の控除は当期純損益の増益要因)は、主に日本

ワイパブレード㈱とその子会社及び㈱朝日製作所の少数株主に帰属する利益からなっており、773百万円の損失

（前年度は499百万円の損失）となりました。これは、日本ワイパブレード㈱が、厚生年金基金脱退一時金を計上し

たことにより当期純損失を計上したことなどによるものであります。

⑩当期純損益

以上の結果、当期純損益は922百万円の利益となり、前年度の3,935百万円の利益に比べ3,013百万円の悪化となり

ました。

（4）キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析は、第２「事業の状況」１「業績等の概要」（2）キャッシュ

・フローの状況に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、次期型製品切替、生産能力増強、製品の品質・信頼性向上等を目的として16,559百万円（前期比

4,881百万円増、41.8％増）の設備投資を実施いたしました。当連結会計年度の設備投資（固定資産受入ベース数値。

金額には消費税等を含めておりません。）の内訳をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 当連結会計年度  前年同期比  

 日本  6,362百万円  90.5％  

 北米  1,424　〃  238.6〃  

 アセアン  2,808　〃  107.1〃  

 中国  5,053　〃  350.3〃  

 報告セグメント 計  15,648　〃  133.8〃  

 その他  982　〃  287.2〃  

 消去又は全社  △71　〃  － 　  

 合計  16,559　〃  141.8〃  

　

中国においては、浙江省杭州市にて阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司の本社工場の建屋及び小型モータ生産設備

のため、2,860百万円の設備投資を実施しました。　

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

　

２【主要な設備の状況】

（1）提出会社

 平成25年３月31日現在

区分
事業所名
（所在地）

セグメ
ント  
の名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積）

その他 合計

生産

設備

本社及び本社工場

（静岡県湖西市）
日本

研究開発設備

及び小型モータ生

産設備

3,9707,083

327

<373,011㎡>

(378,551㎡)

1,18512,5684,243

豊橋工場

（愛知県豊橋市）
日本

小型モータ生産設

備
1,2461,353

5,867

(179,001㎡)
90 8,558761

広島工場

（広島県東広島市）
日本

小型モータ生産設

備
96 32

36

(21,319㎡)
12 178 104

貸与

資産

日本ワイパブレード㈱

（埼玉県加須市）
日本 本社工場 547 0 － 0 547 －

宮崎アスモ㈱

（宮崎県東諸県郡国富町）
日本 本社土地 － －

634

(65,561㎡)
0 634 －
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（2）国内子会社

 平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメ
ント  
の名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積）

その他 合計

日本ワイパブ

レード㈱

本社及び工場

（埼玉県加須市）
日本

ワイパアーム、

ブレード生産設備
463 665

1,827

(63,843㎡)
265 3,220631

宮崎アスモ㈱

本社及び工場

（宮崎県東諸県郡

国富町）

日本
小型モータ生産設

備
533 605

0

<65,561㎡>

(65,705㎡)

33 1,173294

㈱朝日製作所
本社及び工場

（愛知県刈谷市）
日本 リンク生産設備 500 139

1,445

(28,466㎡)
124 2,209371

　

（3）在外子会社

 平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメ
ント  
の名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積）

その他 合計

アスモ・マニュ

ファクチュアリ

ング㈱

本社及び工場

（米国 ミシガン

州）

北米　
小型モータ生産設

備
483 216

56

(240,181㎡)
52 809 244

アスモ・ノース

カロライナ㈱

本社及び工場

（米国 ノースカ

ロライナ州）

北米　
小型モータ生産設

備
560 852

140

(258,998㎡)
80 1,633363

アスモ・グリー

ンビル・オブ・

ノースカロライ

ナ㈱

本社及び工場

（米国 ノースカ

ロライナ州）

北米　
小型モータ生産設

備
1,283 809

69

(151,069㎡)
147 2,309552

㈱アスモ・

インドネシア

本社及び工場

（インドネシア　

西ジャワ州）

アセ

アン

小型モータ生産設

備
1,3881,782

1,501

(185,000㎡)
364 5,0362,861

天津阿斯莫汽車

微電機有限公司

本社及び工場

（中華人民共和国

天津市）

中国　
小型モータ生産設

備
880 2,485

0

<49,790㎡>

(49,790㎡)

682 4,048858

（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２．土地面積の＜＞は内数で賃借分を示しております。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度後１年間のグループ全体の設備投資予定額（新設・拡充）は、16,500百万円であり、重要な設備の

新設、改修の計画は次のとおりであります。

会社名 所在地
セグメント

の名称　
設備の内容

投資予定金額

（百万円）
資金調達方法

提出会社 静岡県湖西市 日本 小型モータ生産設備 7,300自己資金

㈱アスモ・インドネシア インドネシア　西ジャワ州 アセアン 小型モータ生産設備等 2,300自己資金及び借入金

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。

３．小型モータ生産設備の計画概要については、製品の小型軽量化・機能アップを実現する製品の次期型化に必

要な投資に重点をおいております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月18日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,840,500 15,840,500該当事項なし
当社は単元株制度は

採用しておりません。

計 15,840,500 15,840,500 － －

　

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成22年12月31日△2,159,50015,840,500 － 4,500 － 5,191

（注）自己株式の消却による減少であります。

　

　

　

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 － 9 1 － 230 247 －

所有株式数（株） － 660,000 － 11,609,2001,800,000 － 1,771,30015,840,500－

所有株式数の割合

（％）
－ 4.17 － 73.29 11.36 － 11.18 100.00 －
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町一丁目１ 11,407 72.01

デンソー・インターナショナル・

アメリカ・インコーポレイテッド

(常任代理人 株式会社デンソー)

24777 DENSO DRIVE,

SOUTHFIELD MICHIGAN

48086－5133 U.S.A

（愛知県刈谷市昭和町一丁目１）

1,800 11.36

田中　良明 さいたま市浦和区 521 3.29

橋本　経子 神奈川県足柄下郡湯河原町 210 1.32

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５－１２ 150 0.94

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９－１ 150 0.94

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目２７－２ 150 0.94

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４－１ 100 0.63

あいおいニッセイ同和損害保険株

式会社
東京都渋谷区恵比寿一丁目２８－１ 80 0.50

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４－５ 80 0.50

計 － 14,648 92.47

（注）１．所有株式数が同数の株主については、五十音順に記載しております。

２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

　

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　15,840,500 15,840,500 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 15,840,500 － －

総株主の議決権 － 15,840,500 －
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②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３【配当政策】

当社は、利益配分については、安定的な配当の継続を目指し、将来の事業成長の長期的拡大と経営基盤の強化に必要

な内部留保を確保しつつ、業績及び配当性向等を総合的に勘案し実施していくことを基本方針としております。

毎事業年度における配当の回数については、経営環境の変化から最終業績が不透明なため、中間配当を見送り、期末

配当のみを行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当金は、上記方針を十分に踏まえた上で、平成25年６月17日定時株主総会決議に基づき、総額 316百

万円、１株当たり20円の配当を実施しました。

内部留保資金は、グローバルな経営戦略と継続的な事業成長を実現するために、将来にわたる利益確保に貢献する

設備投資、出資及び研究開発費などに有効活用してまいります。

当社は、定款上、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として会社法第454条第５項に規定する中間配当を実

施することができる旨を定めております。

　

　

 

４【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
－ 大屋　健二 昭和24年11月４日生

昭和47年４月日本電装株式会社入社

平成９年１月 株式会社デンソー新事業営業部長

平成12年６月同社取締役

平成16年６月同社常務役員

平成19年６月同社専務取締役

平成21年６月同社取締役副社長

平成22年６月当社取締役社長就任現在に至る

（注）２ －

取締役副社長 － 近藤　哲生 昭和30年２月26日生

昭和52年４月日本電装株式会社入社

平成13年１月株式会社デンソーパワトレイン制御開発第

８開発室長

平成18年６月同社常務役員

平成21年６月当社専務取締役

平成25年６月当社取締役副社長就任現在に至る

（注）２ 2

常務取締役 － 小島　史夫 昭和29年８月１日生

昭和54年４月日本電装株式会社入社

平成12年１月株式会社デンソー生産技術開発部長

平成20年８月当社開発３部長

平成21年６月当社常務取締役就任現在に至る

（注）２ 2

常務取締役 － 石原　幹也 昭和31年５月25日生

昭和55年２月日本電装株式会社入社

平成14年１月当社開発部副部長

平成16年７月当社開発部長

平成17年６月当社取締役

平成25年６月当社常務取締役就任現在に至る

（注）２ 3

取締役 － 小川　　隆 昭和29年２月26日生

昭和51年４月日本電装株式会社入社

平成12年１月当社視界機器技術部長

平成15年６月当社取締役

平成20年６月当社常務取締役

平成24年６月当社取締役就任現在に至る

平成24年６月株式会社アスモ・インドネシア取締役社長

就任現在に至る

（注）２ 2

取締役 － 水野　信治 昭和29年６月19日生

昭和54年４月日本電装株式会社入社

平成14年１月デンソー・マニュファクチュアリング・テ

ネシー株式会社副社長

平成21年１月当社事業企画総括部主席部員

平成21年５月アスモ・ノースカロライナ株式会社

取締役社長就任現在に至る

平成21年６月当社取締役就任現在に至る

平成22年６月

　

アスモ・ノースアメリカＬＬＣ

取締役社長就任現在に至る

（注）２ －

取締役 － 高井　清司 昭和30年９月14日生

昭和54年４月日本電装株式会社入社

平成15年１月デンソー・ヨーロッパ株式会社取締役

平成23年１月株式会社デンソーグローバル事業企画部担

当部長

平成24年６月当社常勤監査役

平成25年６月当社取締役就任現在に至る

（注）２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役 － 久米　隆志 昭和31年８月29日生

昭和54年４月当社入社

平成14年１月当社視界機器製造部長

平成16年１月デンソー・マニュファクチュアリング・イ

タリア株式会社取締役副社長

平成17年６月当社取締役就任現在に至る　

平成24年６月天津阿斯莫汽車微電機有限公司総経理就任

現在に至る

（注）２ 2

取締役 － 北谷　幸三 昭和30年10月29日生

昭和54年９月当社入社

平成16年１月当社工機部長

平成19年６月当社取締役就任現在に至る

平成23年５月阿斯莫(杭州蕭山)微電機有限公司総経理就

任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 加藤　享嗣 昭和33年８月28日生

昭和56年４月当社入社

平成16年１月当社営業１部長

平成20年６月当社取締役就任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 飯田　尚弘 昭和34年11月３日生

昭和57年４月日本電装株式会社入社

平成17年１月当社ボディ機器技術部副部長

平成21年１月

平成22年６月

当社品質保証部長

当社取締役就任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 湊　　一義 昭和31年12月23日生

昭和54年４月日本電装株式会社入社

平成17年１月株式会社デンソー冷暖房製造３部製造企画

室長

平成19年４月デンソー・インドネシア株式会社取締役社

長

平成24年３月

平成24年６月

当社生産技術部主席部員

当社取締役就任現在に至る

（注）２ －

取締役 － 水野　哲哉 昭和32年12月５日生

昭和57年４月日本電装株式会社入社

平成15年１月株式会社デンソー技術企画部技術企画室長

平成19年１月

平成22年６月

同社ＥＨＶ機器事業部長

当社取締役就任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 及部　祥宏 昭和35年３月２日生

昭和58年４月当社入社

平成18年１月当社事業企画総括部副部長

平成19年７月アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロ

ナイナ株式会社取締役社長

平成23年６月当社取締役就任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 白井　良典 昭和35年３月28日生

昭和58年４月当社入社

平成18年１月天津阿斯莫汽車微電機有限公司副総経理

平成21年５月当社経営企画部長

平成23年６月当社取締役就任現在に至る

（注）２ 1

取締役 － 下山　泰樹 昭和37年８月７日生

昭和60年４月日本電装株式会社入社

平成20年１月株式会社デンソーＩＣ技術第２部長

平成23年１月同社デバイス品質保証部長

平成25年６月当社取締役就任現在に至る

（注）２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

常勤監査役 － 西村　繁広 昭和25年７月19日生

昭和49年４月日本電装株式会社入社

平成10年１月株式会社デンソー海外事業企画部主席部員

平成15年６月同社取締役

平成16年６月同社常務役員

平成25年６月当社常勤監査役就任現在に至る

（注）５ －

常勤監査役 － 服部　浩三 昭和28年６月25日生

昭和51年４月日本電装株式会社入社

平成14年１月当社走行機器技術部副部長

平成17年６月

平成22年６月

当社取締役

当社常務取締役

平成25年6月当社常勤監査役就任現在に至る

（注）５ 2

監査役 － 下川　勝久 昭和34年２月24日生

昭和56年４月日本電装株式会社入社

平成16年１月株式会社デンソーディーゼル噴射製造部長

平成20年６月同社常務役員就任現在に至る

平成21年４月

平成23年６月

デンソー・タイランド株式会社取締役社長

当社監査役就任現在に至る

（注）３ －

監査役 － 有馬　浩二 昭和33年２月23日生

昭和56年４月

平成16年１月

日本電装株式会社入社

デンソー・マニュファクチュアリング・イ

タリア株式会社取締役社長

平成20年６月株式会社デンソー常務役員就任現在に至る

平成24年６月当社監査役就任現在に至る

（注）４ －

    計  19

（注）１．監査役西村　繁広、下川　勝久及び有馬　浩二の各氏は、社外監査役であります。

２．第89期（平成26年３月期）に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．第90期（平成27年３月期）に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．第91期（平成28年３月期）に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．第92期（平成29年３月期）に係る定時株主総会終結の時までであります。

６．日本電装株式会社は、平成８年10月に株式会社デンソーに商号変更しております。　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（ア）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその対策の実施状況

当社は、長期安定的な企業価値の向上を最重要課題とし、お客様に満足していただける製品を提供し続けながら、

株主・取引先・地域社会・従業員などのあらゆるステークホルダーと良好な関係を築き、長期安定的な成長を遂げ

ていくことが重要と考えております。

その実現のため、グループの競争力強化に向けたコーポレート・ガバナンスの充実を図りながら、グローバルな

経営環境の変化に対応できるよう、経営の効率化・意思決定の迅速化や経営監督機能を充実させるための施策に取

り組んでおります。

さらに当社は、経営の透明性の確保とコンプライアンス遵守の経営を実践するため、企業倫理の徹底を経営方針

に掲げており、企業倫理を社内に普及・浸透させるためにさまざまな施策を講じて全社的な活動を展開しておりま

す。

①会社の機関の内容

当社は、会社の機関として株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、さまざまな内部

統制の仕組みを整備するとともに、各機関の間で経営情報を積極的に共有することで、効率性・健全性・透明性の

高い経営を実践しております。

業務執行の意思決定機関としては、法定事項及び重要案件を決議する「決議機関」としての取締役会を原則とし

て毎月１回開催、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しております。また、取締役会に付議される事項や事業運用

上の重要事項については「審議機関」として経営会議などの定期的な役員会議体を設け、関係取締役による状況の

迅速・正確な把握と効率的な事業運営への指示を行っております。

経営監視機能としては、当社は監査役制度を採用しており、現在常勤監査役２名及び非常勤監査役２名（うち社

外監査役３名）が取締役の職務執行並びに当社及び国内外の関係会社の経営状況を監査し、仕組みの整備及び運用

状況について各部門・各社の責任者と必要な改善を進めております。また社外監査役からは、公正・中立な立場で、

専門分野を含めた幅広い経験、見識に基づいた助言をいただいております。

　

②内部統制システムの整備状況

当社では、監査役会に加え９名からなる内部監査の専門部署を設置し、当社の全部門及び国内外の関係会社を対

象とする業務監査を計画的に実施しております。監査で判明した内容を経営トップ及び関係取締役に報告し、監査

対象部門に対して要改善事項を指摘するとともに対策完了を確認しております。

内部統制の充実に向けた取り組みとしては、法令遵守への確実・適切な対応を図るべく、監査役、監査専門部署、

法務・経営企画・財経の各部門をメンバーとする定期連絡会を設置するとともに、会計監査人と協力しながら問題

点の共有化とマネジメントの観点から対策検討と実績フォローを行っております。また財務情報の信頼性確保のた

め、親会社と連携し、当社の各部門及び国内外の主要関係会社が自らの内部統制状況を自己点検し、監査専門部署が

実地レビューする体制を整備しております。

　

③会計監査の状況

会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、当期において監査業務を執行した

公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、下記のとおりであります。

監査を執行した公認会計士の氏名 指定有限責任社員 業務執行社員 西松　真人

　 指定有限責任社員 業務執行社員 伊藤　達治

監査業務に係る補助者の構成 公認会計士 ８名 　

　 その他 ９名 　

 

④社外監査役との関係

社外監査役である西村繁広氏は当社の親会社である株式会社デンソーからの転籍者であります。下川勝久、有馬

浩二の両氏は、株式会社デンソーの常務役員であります。また、いずれも本人及びその近親者と当社との間に特別な

利害関係はありません。
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⑤ＣＳＲの取り組み状況

当社は、社会の持続的な発展への貢献を通じて当社グループの持続的な成長を実現することを目指し、その取り

組みの中核にＣＳＲ（Corporate Social Responsibility： 企業の社会的責任）を位置付けております。具体的に

は、ＣＳＲ方針「デンソーグループ企業行動宣言」に基づき、社会の持続的な発展に貢献する重点分野として、環境

保全、社会貢献、コンプライアンス、リスク管理、情報開示等の各分野を設定するとともに、体制面で「ＣＳＲ推進委

員会」を設置して全社の取り組みを牽引しております。

特に、重要分野の一つであるコンプライアンスは、ＣＳＲ活動基盤と位置付けて、社員一人ひとりへ企業倫理の徹

底に努めております。例えば、当社社員として望ましい行動のガイドラインを示した「デンソーグループ社員行動

指針」の社員への浸透と定着化を図るとともに、社外弁護士を窓口とした「企業倫理ホットライン」を設置し、社

員からの質問・相談を受け付け、コンプライアンスに関する重要情報の早期把握に努めております。さらに、これら

に加え、定期的な階層別コンプライアンス教育やＰＣによるＥラーニング教育等の啓蒙活動を精力的に行っており

ます。

（イ）役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりであります。

区分 人数 報酬等の総支給額（百万円）

取締役 18 222

監査役 3 35

計 21 258

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．取締役及び監査役の報酬等の総額には、平成24年６月18日開催の第87回定時株主総会終結の時をもっ

て退任した取締役２名及び平成24年６月18日付で辞任により退任した監査役１名を含んでおります。

３．監査役の人数は４名ですが、無支給者が２名いるため支給人数と相違しております。

４．取締役の報酬等の総支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

５．報酬等の総支給額には、第88回定時株主総会において決議された役員賞与51百万円（取締役42百万

円、監査役8百万円）及び当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額63百万円（取締役60百万円、監

査役3百万円）が含まれております。

 

（ウ）取締役の定数

当社は、取締役を20名以内とする旨を定款に定めております。

 

（エ）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う旨を定款に定めております。

 

（オ）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第

426 条第１項の規定により、取締役及び監査役(取締役及び監査役であった者を含む)の任務を怠ったことによる損

害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

 

②中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

（カ）株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 19 － 19 －

連結子会社 4 － 3 －

計 23 － 23 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

当社の連結子会社であるアスモ・ノースアメリカ LLCを中心とした米国連結グループ（アスモ・マニュファ

クチュアリング㈱、アスモ・ノースカロライナ㈱、アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロライナ㈱）は、連結

監査証明業務に基づく報酬として392千US$を、アスモ・デトロイト㈱、アスモ・チェコ㈲及びエヌダブリュビー

・ユーエスエイ㈱は、個社としての監査証明業務に基づく報酬としてそれぞれ、19千US$、16千EUR及び55千US$を

当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している監査公認会計士等に対して支払っております。

　

（当連結会計年度）

当社の連結子会社であるアスモ・ノースアメリカ LLCを中心とした米国連結グループ（アスモ・マニュファ

クチュアリング㈱、アスモ・ノースカロライナ㈱、アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロライナ㈱）は、連結

監査証明業務に基づく報酬として401千US$を、アスモ・デトロイト㈱、アスモ・チェコ㈲及びエヌダブリュビー

・ユーエスエイ㈱は、個社としての監査証明業務に基づく報酬としてそれぞれ、20千US$、16千EUR及び55千US$を

当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している監査公認会計士等に対して支払っております。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、各種法人が開催す

るセミナー及び親会社が開催するグループ会社経理連絡会への参加、また、各種法人が発行する情報誌の定期購読に

より、会計基準等の情報を適時に入手し、連結財務諸表等の作成に反映させております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,487 3,336

受取手形及び売掛金 ※2
 55,443

※2
 50,947

有価証券 469 －

商品及び製品 7,002 7,211

仕掛品 6,843 9,118

原材料及び貯蔵品 10,293 12,692

繰延税金資産 716 1,963

関係会社預け金 20,423 13,646

その他 11,863 16,772

貸倒引当金 △27 △21

流動資産合計 115,518 115,668

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 41,144 45,411

減価償却累計額 △29,715 △31,205

建物及び構築物（純額） 11,429 14,205

機械装置及び運搬具 160,758 167,057

減価償却累計額 △142,943 △149,784

機械装置及び運搬具（純額） 17,815 17,273

土地 12,171 13,440

リース資産 40 134

減価償却累計額 △23 △39

リース資産（純額） 16 94

建設仮勘定 5,147 8,773

その他 43,326 46,580

減価償却累計額 △39,871 △42,802

その他（純額） 3,455 3,777

有形固定資産合計 50,035 57,565

無形固定資産

その他 532 483

無形固定資産合計 532 483

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,780

※1
 2,360

長期貸付金 28 31

繰延税金資産 809 1,075

その他 ※1
 1,834 475

貸倒引当金 △49 △48

投資その他の資産合計 4,404 3,892

固定資産合計 54,972 61,942

資産合計 170,490 177,610
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 51,160 ※2
 45,782

短期借入金 4,739 12,124

関係会社短期借入金 316 84

リース債務 7 23

未払法人税等 1,123 1,130

賞与引当金 4,939 5,544

役員賞与引当金 70 74

製品保証引当金 496 864

その他 12,878 11,541

流動負債合計 75,732 77,169

固定負債

長期借入金 － 658

関係会社長期借入金 － 1,000

リース債務 9 71

繰延税金負債 1,847 1,826

退職給付引当金 16,163 16,238

役員退職慰労引当金 291 294

その他 1,089 1,219

固定負債合計 19,401 21,308

負債合計 95,133 98,478

純資産の部

株主資本

資本金 4,500 4,500

資本剰余金 5,191 5,191

利益剰余金 63,939 64,588

株主資本合計 73,631 74,279

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 410 593

為替換算調整勘定 △6,133 △2,922

その他の包括利益累計額合計 △5,723 △2,328

少数株主持分 7,449 7,180

純資産合計 75,356 79,132

負債純資産合計 170,490 177,610
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 271,361 303,097

売上原価 ※1, ※2
 252,662

※1, ※2
 270,173

売上総利益 18,699 32,923

販売費及び一般管理費

販売手数料 576 679

荷造運搬費 5,494 5,366

給料及び賞与 6,485 7,255

賞与引当金繰入額 460 572

役員賞与引当金繰入額 70 74

退職給付費用 411 383

役員退職慰労引当金繰入額 87 92

製品保証引当金繰入額 438 529

減価償却費 464 504

その他 5,854 6,165

販売費及び一般管理費合計 ※2
 20,345

※2
 21,623

営業利益又は営業損失（△） △1,645 11,300

営業外収益

受取利息 57 71

受取配当金 9 12

持分法による投資利益 54 129

固定資産賃貸料 87 83

為替差益 407 1,068

その他 274 252

営業外収益合計 892 1,618

営業外費用

支払利息 103 196

固定資産除売却損 ※3
 195

※3
 140

貸与資産減価償却費 55 45

デリバティブ評価損 369 572

開業費 － 160

その他 166 89

営業外費用合計 891 1,204

経常利益又は経常損失（△） △1,645 11,713
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － ※4
 55

製品保証引当金戻入額 ※6
 6,317 －

特別利益合計 6,317 55

特別損失

固定資産除却損 ※5
 58

※5
 9

厚生年金基金脱退一時金 － ※7
 13,314

特別損失合計 58 13,323

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

4,613 △1,554

法人税、住民税及び事業税 696 1,211

過年度法人税等 294 △1,333

法人税等調整額 185 △1,581

法人税等合計 1,176 △1,703

少数株主損益調整前当期純利益 3,436 148

少数株主損失（△） △499 △773

当期純利益 3,935 922
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,436 148

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 29 184

為替換算調整勘定 △179 3,311

持分法適用会社に対する持分相当額 △32 175

その他の包括利益合計 ※1
 △181

※1
 3,671

包括利益 3,255 3,820

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,758 4,317

少数株主に係る包括利益 △503 △496
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,500 4,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,500 4,500

資本剰余金

当期首残高 5,191 5,191

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,191 5,191

利益剰余金

当期首残高 60,320 63,939

当期変動額

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益 3,935 922

連結範囲の変動 － △36

当期変動額合計 3,619 648

当期末残高 63,939 64,588

株主資本合計

当期首残高 70,012 73,631

当期変動額

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益 3,935 922

連結範囲の変動 － △36

当期変動額合計 3,619 648

当期末残高 73,631 74,279

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 382 410

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

27 183

当期変動額合計 27 183

当期末残高 410 593

為替換算調整勘定

当期首残高 △5,929 △6,133

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△204 3,211

当期変動額合計 △204 3,211

当期末残高 △6,133 △2,922
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △5,546 △5,723

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△177 3,394

当期変動額合計 △177 3,394

当期末残高 △5,723 △2,328

少数株主持分

当期首残高 8,029 7,449

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △580 △268

当期変動額合計 △580 △268

当期末残高 7,449 7,180

純資産合計

当期首残高 72,495 75,356

当期変動額

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益 3,935 922

連結範囲の変動 － △36

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △757 3,126

当期変動額合計 2,861 3,775

当期末残高 75,356 79,132
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

4,613 △1,554

減価償却費 12,699 12,233

持分法による投資損益（△は益） △54 △129

賞与引当金の増減額（△は減少） △220 603

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31 44

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,241 367

貸倒引当金の増減額（△は減少） 54 △7

受取利息及び受取配当金 △67 △84

支払利息 103 196

固定資産除売却損益（△は益） 237 53

為替差損益（△は益） △127 △1,718

デリバティブ評価損益（△は益） 369 572

売上債権の増減額（△は増加） △13,273 6,449

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,867 △2,820

仕入債務の増減額（△は減少） 9,631 △7,725

未払又は未収消費税等の増減額 △202 △386

その他 1,507 △2,183

小計 6,193 3,909

利息及び配当金の受取額 70 84

利息の支払額 △95 △172

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,105 △925

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,062 2,895

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △3 －

有形固定資産の取得による支出 △11,099 △16,056

有形固定資産の売却による収入 306 591

無形固定資産の取得による支出 △175 △286

投資有価証券の取得による支出 △8 △2

投資有価証券の売却及び償還による収入 7 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △4 △18

長期貸付けによる支出 △23 △35

長期貸付金の回収による収入 29 28

子会社出資金の取得による支出 △1,317 －

その他 △215 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,504 △15,756
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,365 5,297

長期借入れによる収入 － 1,583

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △12 △18

配当金の支払額 △316 △237

少数株主からの払込みによる収入 － 96

少数株主への配当金の支払額 △77 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,959 6,712

現金及び現金同等物に係る換算差額 92 2,742

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,390 △3,406

現金及び現金同等物の期首残高 33,336 27,946

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 954

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 27,946

※1
 25,494
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 18社

主要な連結子会社名は「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

（2）連結の範囲の変更

平成23年５月に設立した阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司（平成24年８月より営業開始）は、前連結会計年度に

おいては、持分法非適用の非連結子会社としておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数 １社

持分法適用の関連会社名 デンソー豊星㈱

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち天津阿斯莫汽車微電機有限公司、阿斯莫（広州）微電機有限公司及び阿斯莫（杭州蕭山）微電機

有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法により評価しております。

③たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用し、在外連結子会社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ５～７年

機械装置については、機械構成及び操業度を勘案の上、主として７年の耐用年数を適用しております。また、当社

ではさらに２・３交替制の実施状況に応じた増加償却を行っております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産

主としてリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

③役員賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支払に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末に負担すべき要支給額を計上しておりま

す。

⑥製品保証引当金

製品のアフターサービスによる支払に備えるため、保証費用の個別見積額を計上しております。

（4）重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しており

ます。

（5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。

（6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

　

　

（未適用の会計基準等）

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）
・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　

（1）概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

　

（2）適用予定日

平成25年４月１日に開始する連結会計年度の期首から適用予定です。

　

（3）当該会計基準等の適用による影響

「退職給付に関する会計基準」等の適用により、連結貸借対照表に重要な影響を及ぼす見込みです。

連結貸借対照表においては、数理計算上の差異及び過去勤務費用を発生時に認識するために、純資産の額が約7,000

百万円減少する見込みです。

また、退職給付債務の計算方法が変更されることにより、連結貸借対照表上において、期首の利益剰余金の額が約

8,000百万円増加し、合計で純資産の額が約1,000百万円増加する見込です。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 942百万円 1,248百万円

その他（出資金） 1,317 －

　

※２　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年

度末は銀行休業日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 4百万円 6百万円

支払手形 － 45

　

　

　

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

たな卸資産評価損 106百万円 △14百万円

　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

研究開発費 12,237百万円 13,172百万円

　

※３　固定資産除売却損

主として次期型製品への切り替えに伴う機械装置及び工具器具備品の更新に伴う除売却によるものであります。　

　

※４　固定資産売却益

韓国ワイパー㈱の社宅売却によるものであります。　

　

※５　固定資産除却損

休止設備及び長期未稼働設備の有姿除却等によるものであります。

なお、内訳は次のとおりであります。

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び構築物 14百万円 5百万円

機械装置及び運搬具 41 3

その他 2 0

計 58 9
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※６　製品保証引当金戻入額
　
前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

パワーステアリングモータに係る保証費用見積額と実績額との差額であります。

　

※７　厚生年金基金脱退一時金

日本自動車部品工業厚生年金基金からの脱退に伴う特別掛金等であります。

　

 

　

（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 △4百万円 271百万円

組替調整額 45 －

税効果調整前 40 271

税効果額 △10 △87

その他有価証券評価差額金 29 184

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 △179 3,311

持分法適用会社に対する持分相当額： 　 　

当期発生額 △32 175

その他の包括利益合計 △181 3,671

　

　

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項　

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,840 － － 15,840

合計 15,840 － － 15,840

　

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月20日

定時株主総会
普通株式 316 20平成23年３月31日平成23年６月21日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月18日

定時株主総会
普通株式 237 利益剰余金 15平成24年３月31日平成24年６月19日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項　

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,840 － － 15,840

合計 15,840 － － 15,840

　

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月18日

定時株主総会
普通株式 237 15平成24年３月31日平成24年６月19日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月17日

定時株主総会
普通株式 316 利益剰余金 20平成25年３月31日平成25年６月18日

 

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 2,487百万円 3,336百万円

有価証券勘定（短期投資等） 469 －

計 2,957 3,336

関係会社預け金 （注） 20,423 13,646

流動資産　その他（預け金） （注） 4,564 8,510

現金及び現金同等物 27,946 25,494

（注）関係会社預け金及び預け金

余裕資金を親会社である㈱デンソー及びデンソー・インターナショナル・アメリカ㈱に預け入れており、現

金及び現金同等物の扱いとしております。
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、車両運搬具及びコンピュータシステムであります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

１年内 54 60

１年超 69 76

合計 124 137

　

　

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達についてはデンソーグループＣ

ＭＳ借入が基本方針です。デリバティブは、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。　

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。関係会社預け金は、デンソーグ

ループＣＭＳに対する預け金であります。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、従業員等に対し、長期貸付を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。短期借入金及び関係

会社短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、長期借入金及び関係会社長期借入金

は主に設備投資等に係る資金調達を目的としたものであります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務

は、主として車両運搬具及びコンピュ－タシステムに係るものであります。

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約、通

貨スワップであります。

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規定に従い、営業債権及び長期貸付金について、相手先ごとの期日管理及び残高管

理を行っております。また、関係会社預け金について、日次で資金繰計画を作成するなどの方法により管理して

おります。

デリバティブ取引については、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っておりま

す。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

営業債務、借入債務について、各社が月次で資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。　
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引

に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することがき

わめて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額

（*1）（百万円）
時価（*1）（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 2,487 2,487 －

（2）受取手形及び売掛金 55,443 55,443 －

（3）関係会社預け金 20,423 20,423 －

（4）有価証券及び投資有価証券 1,300 1,300 －

（5）長期貸付金 28 29 1

資産計 79,684 79,685 1

（1）支払手形及び買掛金 (51,160) (51,160) －

（2）短期借入金 (4,739) (4,739) －

（3）関係会社短期借入金 (316) (316) －

（4）リース債務（流動） (7) (7) 0

（5）未払法人税等 (1,123) (1,123) －

（6）リース債務（固定） (9) (9) 0

負債計 (57,356) (57,356) 0

デリバティブ取引（*2） (422) (422) －

（*1）負債に計上されたものについては、（ ）で示しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（ ）で示しております。　
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額

（*1）（百万円）
時価（*1）（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 3,336 3,336 －

（2）受取手形及び売掛金 50,947 50,947 －

（3）関係会社預け金 13,646 13,646 －

（4）投資有価証券 1,104 1,104 －

（5）長期貸付金 31 32 1

資産計 69,067 69,068 1

（1）支払手形及び買掛金 (45,782) (45,782) －

（2）短期借入金 (12,124) (12,124) －

（3）関係会社短期借入金 (84) (84) －

（4）リース債務（流動） (23) (23) 0

（5）未払法人税等 (1,130) (1,130) －

（6）長期借入金 (658) (670) △12

（7）関係会社長期借入金 (1,000) (1,004) △4

（8）リース債務（固定） (71) (71) 0

負債計 (60,876) (60,892) △16

デリバティブ取引（*2） (584) (584) －

（*1）負債に計上されたものについては、（ ）で示しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示しております。

　

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）関係会社預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券

上場株式の時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につ

いては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（5）長期貸付金

長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来のキャッシュ・フローを長期国債の利回りで

割り引いた現在価値により算定しております。当該貸付金の内容は、給与天引により弁済される従業員に対する

貸付金及び優良な地方公共団体に対する貸付金であり、信用リスクはきわめて低いと認識されるため、信用リス

クは考慮しておりません。

負　債

（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）関係会社短期借入金、（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）リース債務（流動）、（8）リース債務（固定）

リース債務の時価は、元利金の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

（6）長期借入金、（7）関係会社長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を長期国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。　

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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（注）２．時価を把握することがきわめて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

関連会社株式 942 1,248

非上場株式 7 7

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することがきわめて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 2,487 － － －

受取手形及び売掛金 55,443 － － －

有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のう

ち満期があるもの
    

その他 469 － － －

関係会社預け金 20,423 － － －

長期貸付金 － 28 － －

合計 78,825 28 － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 3,336 － － －

受取手形及び売掛金 50,947 － － －

関係会社預け金 13,646 － － －

長期貸付金 － 31 － －

合計 67,931 31 － －
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４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 4,739 － － － － －

関係会社短期借入金 316 － － － － －

長期借入金 － － － － － －

関係会社長期借入金 － － － － － －

リース債務 7 4 3 2 0 －

合計 5,063 4 3 2 0 －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 12,124 － － － － －

関係会社短期借入金 84 － － － － －

長期借入金 － － 658 － － －

関係会社長期借入金 － 300 300 400 － －

リース債務 23 22 21 19 7 －

合計 12,233 322 979 419 7 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 781 174 606

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 781 174 606

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 48 94 △45

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 469 469 －

(3）その他 － － －

小計 518 564 △45

合計 1,300 738 561

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額7百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することがきわめて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,104 226 878

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,104 226 878

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 0 0 △0

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 0 0 △0

合計 1,104 226 878

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額7百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することがきわめて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

 （単位：百万円）

売却額  売却益の合計額  売却損の合計額

0 0 0

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 （単位：百万円）

売却額  売却益の合計額  売却損の合計額

914 －  0

　

　

　

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引　

通貨関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）　

区分 取引の種類　
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外の

取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 6,432 － △339 △339

ユーロ 457 － △14 △14

通貨スワップ取引 　 　 　 　

受取 円(ヘッジ対象通貨)
1,211 908 △58 △58

支払 マレーシアリンギット

受取 円(ヘッジ対象通貨)
274 274 △10 △10

支払 韓国ウォン

合計　 8,375 1,183 △422 △422

（注）時価の算定方法　

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度（平成25年３月31日）　

区分 取引の種類　
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外の

取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 6,465 － △112 △112

ユーロ 485 － 2 2

通貨スワップ取引 　 　 　 　

受取 円(ヘッジ対象通貨)
1,032 688 △165 △165

支払 マレーシアリンギット

受取 円(ヘッジ対象通貨)
320 288 △65 △65

支払 韓国ウォン

受取 円(ヘッジ対象通貨)
1,394 1,394 △242 △242

支払 中国元

合計　 9,699 2,371 △584 △584

（注）時価の算定方法　

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

確定給付型企業年金制度においては、デンソーグループ企業年金基金に、当社が平成20年10月１日、日本ワイパブ

レード㈱が平成22年10月1日、㈱朝日製作所が平成23年10月1日より適格退職年金制度より移行しております。

当社は、平成15年10月１日より退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しました。

また、退職給付会計に関する実務指針第33項の例外処理を行う制度である日本自動車部品工業厚生年金基金に、当

社及び日本ワイパブレード㈱が加入しておりましたが、平成25年3月31日付で同基金を脱退しました。なお、脱退に伴

う厚生年金基金脱退一時金として、13,314百万円を特別損失として計上しております。
　

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

前連結会計年度（平成24年３月31日）

（日本自動車部品工業厚生年金基金）

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成23年３月31日現在）

年金資産の額 140,751百万円　 　

年金財政計算上の給付債務の額 163,335 　     

差引額 △22,583 　     

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平成23年３月31日）

22.91％
  

（3）補足説明

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の不足金残高（前連結会計年度829百万円）、過去勤務

債務残高（前連結会計年度21,754百万円）であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年

の元利均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、特別掛金を前連結会計年度430百万円費用処理し

ております。

なお、上記（2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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２．退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成24年３月31日）

　
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

イ．退職給付債務 △35,151百万円 　 △44,940百万円

ロ．年金資産 17,368 　 21,624

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △17,783 　 △23,316

ニ．未認識数理計算上の差異 776 　 3,556

ホ．未認識過去勤務債務(債務の減額) 843 　 3,521

ヘ．連結貸借対照表計上額純額

（ハ＋ニ＋ホ）
△16,163 　 △16,238

ト．前払年金費用 － 　 －

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △16,163 　 △16,238

　

３．退職給付費用に関する事項

 前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

イ．勤務費用　（注）１ 3,445百万円 　 3,576百万円

ロ．利息費用 677 　 714

ハ．期待運用収益 △145 　 △263

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 472 　 245

ホ．過去勤務債務の費用処理額 122 　 122

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）

ト．厚生年金基金脱退一時金

チ．その他　（注）２

4,572

－

261

　
　

4,395

13,314

268

計 4,834 　 17,977

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

２．「チ．その他」は確定拠出年金への掛金支払額です。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

（2）割引率

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

2.0％ 1.25％

　

（3）期待運用収益率

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

1.0％ 1.5％

　

（4）過去勤務債務の額の処理年数

10年（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。）

　

（5）数理計算上の差異の処理年数

10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産   

減価償却費 3,512百万円 3,383百万円

退職給付引当金 5,702 5,681

賞与引当金 1,842 2,079

製品保証引当金 184 321

未払費用 475 502

税務上の繰越欠損金 7,944 10,314

連結会社間内部利益消去 235 511

その他 1,759 1,650

繰延税金資産小計 21,655 24,446

評価性引当額 △20,078 △21,302

繰延税金資産合計 1,576 3,143

繰延税金負債 　 　

固定資産圧縮積立金 △1,322 △1,270

その他有価証券評価差額金 △191 △278

その他 △464 △426

繰延税金負債合計 △1,978 △1,975

繰延税金資産（△は負債）の純額 △401 1,168

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（△は負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 716百万円 1,963百万円

固定資産－繰延税金資産 809 1,075

流動負債－繰延税金負債 △81 △44

固定負債－繰延税金負債 △1,847 △1,826

なお、繰延税金負債（流動）の金額は負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
前連結会計年度

（平成24年３月31日）　
　
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）　

法定実効税率 39.7％ 　 法定実効税率 37.2％

（調整）     　 （調整）     

外国源泉税 2.8 　 試験研究費等税額控除 17.8

交際費等永久に損金に算入されない項
目

2.8
　 外国源泉税 △11.3

　 交際費等永久に損金に算入されない項
目

△5.4
住民税均等割等 0.4 　

評価性引当額 △65.2 　 住民税均等割等 △1.2

海外子会社の税率差 △3.2 　 評価性引当額 △75.0

持分法による投資損益 △0.5 　 海外子会社の税率差 △0.3

米国財務会計基準審議会解釈指針第48
号適用の影響

△0.5
　 持分法による投資損益 3.1

　 米国財務会計基準審議会解釈指針第48
号適用の影響

63.2
留保利益に係る一時差異 △1.0 　

過年度法人税等 6.4 　 過年度法人税等 85.8

海外子会社からの受取配当金 0.8 　 海外子会社からの受取配当金 △0.2

税効果を認識しない子会社の当期純損
失等

△6.7
　 税効果を認識しない子会社の当期純損
失等

△8.5
　

税率変更による期末繰延税金負債の減
額修正

△1.7
　 連結修正仕訳における税率差 7.6

　 税率変更による期末繰延税金負債の減
額修正

0.5
税率変更による期末評価性引当額の減
額修正

50.9
　

　 税率変更による期末評価性引当額の減
額修正

△3.5
その他 0.5 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.5 　 その他 △0.2

　     　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 109.6
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主に自動車用小型モータシステムを生産・販売しており、国内においては当社が、海外においては北米、欧

州、アセアン諸国、中国等の各地域の現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位

であり、取り扱う製品についての各地域の包括的な戦略を、当社及び海外現地法人にて立案し、当社取締役会の意思決

定に基づいて事業活動を展開しております。　

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「セグメント情報等の

開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号）に定める量的基準等に基づき、「日本」、「北米」、「アセアン」及

び「中国」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、自動車用小型モータシステムを生産・

販売しております。　

また、当連結会計年度において、阿斯莫(杭州蕭山)微電機有限公司を連結子会社とし、「中国」セグメントに加えて

おります。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。　

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部取引及び振替高は、製品売上については市場実勢価格をもとに交渉した価格に基づいておりま

す。海外現地法人向けの部品供給価格については、製造原価に一定の利益を乗せた価格に基づいて、為替変動リスクを

加味して決定しております。

報告セグメントの負債は、最高経営意思決定機関に対して、定期的に提供しておりませんので、記載を省略しており

ます。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）　

　
報告セグメント その他

（注）
合計

日本 北米 アセアン 中国 計

売上高  　   　   

外部顧客への売上高 183,52741,38119,51017,986262,4058,956271,361

セグメント間の内部売上高

又は振替高
39,187 633 6,487 889 47,197 662 47,859

計 222,71442,01425,99718,876309,6039,618319,221

セグメント利益又は損失(△) △3,588 468 783 113△2,222 △31 △2,254

セグメント資産 137,46522,69315,4629,556185,1784,712189,890

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 9,5561,439 997 482 12,476 322 12,798

持分法適用会社への投資額 945 － － － 945 － 945

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

7,034 596 2,6231,44211,696 342 12,039

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、欧州及び韓国の現地法人の事

業活動を含んでおります。

なお、「その他」に含まれる事業ゼグメント間の取引及び相殺消去や未実現利益の消去等は「その他」には

反映しておりません。
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当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）　

　
報告セグメント その他

（注）
合計

日本 北米 アセアン 中国 計

売上高  　   　   

外部顧客への売上高 197,71451,44527,38317,021293,5659,532303,097

セグメント間の内部売上高

又は振替高
49,280 678 7,7991,92959,687 853 60,541

計 246,99552,12435,18218,950353,25310,385363,639

セグメント利益又は損失(△) 10,020 959 1,262△898 11,344△316 11,027

セグメント資産 127,32029,93820,83117,451195,5415,824201,366

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 8,6181,4131,085 844 11,961 345 12,307

持分法適用会社への投資額 945 － － － 945 － 945

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
6,3621,4242,8085,05315,648 982 16,631

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、欧州及び韓国の現地法人の事

業活動を含んでおります。

なお、「その他」に含まれる事業ゼグメント間の取引及び相殺消去や未実現利益の消去等は「その他」には

反映しておりません。

　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 309,603 353,253
「その他」の区分の売上高 9,618 10,385
セグメント間取引消去 △47,859 △60,541
連結財務諸表の売上高 271,361 303,097

  
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 △2,222 11,344
「その他」の区分の利益 △31 △316
セグメント間取引消去 485 917
未実現利益消去 122 △645
連結財務諸表の営業利益又は営業損失(△) △1,645 11,300

　
（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 185,178 195,541
「その他」の区分の資産 4,712 5,824
セグメント間取引消去 △19,040 △23,066
未実現利益消去 △355 △991
持分法適用会社への投資損益 △3 302
連結財務諸表の資産合計 170,490 177,610
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（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額
前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 12,47611,961 322 345 △99 △73 12,69912,233
持分法適用会社への
投資額

945 945 － － △3 302 942 1,248

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

11,69615,648 342 982 △360 △71 11,67816,559

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間の中古設備の売却及び設備売却にかかる未
実現利益の消去額であります。

　

　

　

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略

しております。　

　

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計
182,757 35,253 53,351 271,361

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　　

（2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計
35,066 5,050 9,917 50,035

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
㈱デンソー 142,291日本
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略

しております。

　

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計
196,478 43,604 63,014 303,097

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　

（2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 米国 アセアン諸国 中国 その他の地域 合計
32,671 5,813 7,365 9,566 2,148 57,565

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
㈱デンソー 157,299日本
デンソー・インターナショナル・
アメリカ㈱

30,541北米

　

　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 ㈱デンソー

愛知県

刈谷市

187,456

百万円

自動車部品の 製

造・販売

直接

72.01

間接

11.36

当社製品の

販売等

役員の兼任

当社製品の

販売
142,291売掛金 28,764

原材料等の

購入
21,542買掛金 2,446

資金の貸借 △7,083
関係会社

預け金
17,614

 

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 ㈱デンソー

愛知県

刈谷市

187,456

百万円

自動車部品の 製

造・販売

直接

72.01

間接

11.36

当社製品の

販売等

役員の兼任

当社製品の

販売
157,299売掛金 25,668

原材料等の

購入
25,250買掛金 2,332

資金の貸借 △7,683
関係会社

預け金
9,930

 

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱デンソー財経セ

ンター

愛知県

刈谷市

50

百万円

経理業務受託・

債権の買取及び

債務保証

なし
決済業務の

委託
ファクタリ

ング取引 
64,656

買掛金 15,539

未払金 810

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱デンソー財経セ

ンター

愛知県

刈谷市

50

百万円

経理業務受託・

債権の買取及び

債務保証

なし
決済業務の

委託
ファクタリ

ング取引 
68,549

買掛金 13,155

未払金 778

　

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

ただし、ファクタリングの取引金額については消費税等を含んで表示しております。
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（注）２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（1）当社製品の販売価格については、一般取引条件と同様に、希望価格を提示して交渉のうえ決定しておりま

す。

（2）原材料等の購入価格については、総原価及び市場価格を十分勘案しながら決定しております。

（3）資金の貸借については、市場金利を勘案しており、利率を合理的に決定しております。

（4）㈱デンソー財経センターに対する買掛金及び未払金については、当社、当社の仕入先、㈱デンソー財経セン

ターの三者間でファクタリングに関する基本契約を締結し、㈱デンソー財経センターは、当社の仕入先か

ら当社に対する金銭債権を譲り受けております。

３．資金の貸借の取引金額については、前期末残高との純増減額を記載しております。なお、当期末の関係会社預

け金残高または預け金残高が前期末残高より減少している場合及び短期借入金残高が前期末残高より増加

している場合に、△で記載しております。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 ㈱デンソー

愛知県

刈谷市

187,456

百万円

自動車部品の 製

造・販売

直接

72.01

間接

11.36

当社製品の

販売等

役員の兼任

資金の貸借 731
関係会社

預け金
2,003

 

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱デンソー財経セ

ンター

愛知県

刈谷市

50

百万円

経理業務受託・

債権の買取及び

債務保証

なし
決済業務の

委託
ファクタリ

ング取引
10,348買掛金 3,190
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱デンソー財経セ

ンター

愛知県

刈谷市

50

百万円

経理業務受託・

債権の買取及び

債務保証

なし
決済業務の

委託
ファクタリ

ング取引
10,082買掛金 2,694

同一の

親会社

を持つ

会社

デンソー・イン

ターナショナル・

アメリカ㈱ 

米国

ミシガン

州

226,750

千US$

北米地域の統括

運営、自動車部品

販売及び自動車

部品に関する研

究開発

11.36

製品の販売

先

資金の借入

資金の貸借 1,998預け金 6,210

同一の

親会社

を持つ

会社

デンソー・イン

ターナショナル・

アジア㈱ (シンガ

ポール)

シンガ 

ポール

サイエン

スパーク

302,373

千S$

豪亜地域の統括

運営及び市販製

品販売

なし

製品の販売

先

資金の借入

製品の販売 10,855売掛金 2,144

資金の貸借 △1,749

短期借入

金
2,821

長期借入

金
658

同一の

親会社

を持つ

会社

電装（中国）

投資有限公司 

中華人民

共和国

北京市

2,150

百万元

中国の統括運営

及び自動車部品

販売

なし

製品の販売

先

資金の借入

資金の貸借 △2,954
短期借入

金
4,063

（注）１．上記（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しておりま

す。ただし、ファクタリングの取引金額については消費税等を含んで表示しております。

また、資金の貸借については消費税等はかかっておりません。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等　

（1）資金の貸借については、市場金利を勘案しており、利率を合理的に決定しております。

（2）㈱デンソー財経センターに対する買掛金については、当社の連結子会社、当社の連結子会社の仕入先、㈱デ

ンソー財経センターの三者間でファクタリングに関する基本契約を締結し、㈱デンソー財経センターは、

当社の連結子会社の仕入先から当社の連結子会社に対する金銭債権を譲り受けております。

３．資金の貸借の取引金額については、前期末残高との純増減額を記載しております。なお、当期末の関係会社預

け金残高または預け金残高が前期末残高より減少している場合及び短期借入金残高が前期末残高より増加

している場合に、△で記載しております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

㈱デンソー(東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場)

　

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

アスモ株式会社(E02206)

有価証券報告書

62/91



（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 4,286.97円 4,542.23円

１株当たり当期純利益金額 248.46円 58.22円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度末
（平成24年３月31日）

当連結会計年度末
（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 75,356 79,132

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 7,449 7,180

（うち少数株主持分） (7,449) (7,180)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 67,907 71,951

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
15,840 15,840

　

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 3,935 922

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 3,935 922

期中平均株式数（千株） 15,840 15,840

 

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。　

　

　

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,739 12,124 2.60 －

関係会社短期借入金 316 84 0.18 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 7 23 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － 658 1.02平成27年～28年

関係会社長期借入金 － 1,000 0.40平成26年～29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 9 71 － 平成26年～29年

合計 5,073 13,963 － －

（注）１.「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）、関係会社長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予

定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。  

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く）　
－ 658 － －

関係会社長期借入金 300 300 400 －

リース債務 22 21 19 7

　

　

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

　

　

（２）【その他】

特に記載すべき事項はありません。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 263 366

受取手形 ※3
 573

※3
 1,202

売掛金 ※1
 51,613

※1
 48,698

商品及び製品 3,213 2,887

仕掛品 4,061 5,883

原材料及び貯蔵品 1,123 1,106

前渡金 ※1
 7,171

※1
 6,111

前払費用 21 23

繰延税金資産 － 1,124

短期貸付金 319 347

未収入金 ※1
 2,204

※1
 2,477

関係会社預け金 17,614 9,930

その他 30 34

貸倒引当金 △14 △12

流動資産合計 88,196 80,182

固定資産

有形固定資産

建物 25,258 25,428

減価償却累計額 △19,596 △20,011

建物（純額） 5,661 5,417

構築物 3,163 3,151

減価償却累計額 △2,609 △2,655

構築物（純額） 554 495

機械及び装置 122,022 122,115

減価償却累計額 △111,464 △113,615

機械及び装置（純額） 10,558 8,499

車両運搬具 887 884

減価償却累計額 △796 △794

車両運搬具（純額） 91 90

工具、器具及び備品 21,069 21,150

減価償却累計額 △19,469 △19,892

工具、器具及び備品（純額） 1,600 1,257

土地 8,009 8,064

リース資産 6 9

減価償却累計額 △3 △5

リース資産（純額） 2 3

建設仮勘定 1,691 2,271

有形固定資産合計 28,169 26,099

無形固定資産

ソフトウエア 385 318

その他 71 71

無形固定資産合計 456 389
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 809 1,080

関係会社株式 10,463 10,463

関係会社出資金 3,149 4,002

長期貸付金 5 3

従業員に対する長期貸付金 36 39

関係会社長期貸付金 1,140 2,207

その他 151 142

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 15,756 17,938

固定資産合計 44,381 44,427

資産合計 132,578 124,610

負債の部

流動負債

支払手形 56 14

買掛金 ※1
 42,652

※1
 38,319

リース債務 1 1

未払金 3,629 2,344

未払費用 4,518 4,998

未払法人税等 63 121

繰延税金負債 81 －

預り金 230 222

賞与引当金 4,289 4,774

役員賞与引当金 35 46

製品保証引当金 496 812

設備関係支払手形 0 37

その他 － 110

流動負債合計 56,054 51,805

固定負債

リース債務 1 2

繰延税金負債 1,510 1,543

退職給付引当金 13,996 14,113

役員退職慰労引当金 227 248

その他 － 242

固定負債合計 15,735 16,151

負債合計 71,790 67,956
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,500 4,500

資本剰余金

資本準備金 5,191 5,191

資本剰余金合計 5,191 5,191

利益剰余金

利益準備金 1,125 1,125

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 2,424 2,361

別途積立金 41,080 41,080

繰越利益剰余金 6,062 1,809

利益剰余金合計 50,692 46,375

株主資本合計 60,383 56,067

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 404 586

評価・換算差額等合計 404 586

純資産合計 60,787 56,654

負債純資産合計 132,578 124,610
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 ※1
 210,855

※1
 235,095

売上原価

製品期首たな卸高 2,869 3,213

当期製品製造原価 ※1, ※3
 205,154

※1, ※3
 215,148

合計 208,024 218,361

製品期末たな卸高 3,213 2,887

他勘定振替高 ※4
 1,243

※4
 1,304

製品売上原価 ※2
 203,567

※2
 214,168

売上総利益 7,287 20,926

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 3,336 3,284

給料及び賞与 3,081 3,415

賞与引当金繰入額 345 445

役員賞与引当金繰入額 35 46

退職給付費用 334 406

役員退職慰労引当金繰入額 65 63

福利厚生費 433 463

製品保証費 233 176

製品保証引当金繰入額 438 477

減価償却費 256 276

賃借料 297 316

外注費 1,190 1,160

その他 ※3
 1,111

※3
 1,271

販売費及び一般管理費合計 11,159 11,805

営業利益又は営業損失（△） △3,871 9,120

営業外収益

受取利息 24 66

受取配当金 159 79

固定資産賃貸料 230 211

為替差益 412 2,029

固定資産売却益 62 60

その他 113 117

営業外収益合計 1,002 2,564

営業外費用

投資有価証券評価損 45 －

固定資産除売却損 ※5
 153

※5
 82

貸与資産減価償却費 ※6
 107

※6
 92

デリバティブ評価損 － 360

その他 39 11

営業外費用合計 346 546

経常利益又は経常損失（△） △3,215 11,138
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別利益

製品保証引当金戻入額 ※8
 6,317 －

特別利益合計 6,317 －

特別損失

固定資産除却損 ※7
 58

※7
 9

子会社支援損 － ※1, ※10
 4,467

厚生年金基金脱退一時金 － ※9
 11,815

特別損失合計 58 16,292

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 3,042 △5,153

法人税、住民税及び事業税 133 183

過年度法人税等 294 －

法人税等調整額 △277 △1,258

法人税等合計 150 △1,075

当期純利益又は当期純損失（△） 2,891 △4,078
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  144,12869.3 155,40370.5

Ⅱ　労務費  37,763 18.1 38,151 17.3

Ⅲ　経費  26,241 12.6 26,728 12.1

（うち減価償却費）  (7,583)  (6,922)  

当期総製造費用  208,133100.0 220,283100.0

期首仕掛品たな卸高  4,553  4,061  

合計  212,686  224,345  

期末仕掛品たな卸高  4,061  5,883  

他勘定振替高 ※ 3,469  3,313  

当期製品製造原価  205,154  215,148  

      

原価計算の方法

原価計算の方法は、工程別総合原価計算を原則としており、期中は予定原価を用い、原価差額は期末において製品、仕

掛品、売上原価等に配賦しております。

　

（注）※　他勘定振替高は、主として建設仮勘定への振替であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,500 4,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,500 4,500

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 5,191 5,191

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,191 5,191

資本剰余金合計

当期首残高 5,191 5,191

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,191 5,191

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 1,125 1,125

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,125 1,125

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 2,406 2,424

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △148 △63

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の増加

166 －

当期変動額合計 17 △63

当期末残高 2,424 2,361

別途積立金

当期首残高 41,080 41,080

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 41,080 41,080

繰越利益剰余金

当期首残高 3,505 6,062

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 148 63

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の増加

△166 －

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益又は当期純損失（△） 2,891 △4,078

当期変動額合計 2,557 △4,252

当期末残高 6,062 1,809
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 48,117 50,692

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

税率変更に伴う固定資産圧縮積立金の
増加

－ －

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益又は当期純損失（△） 2,891 △4,078

当期変動額合計 2,575 △4,316

当期末残高 50,692 46,375

株主資本合計

当期首残高 57,808 60,383

当期変動額

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益又は当期純損失（△） 2,891 △4,078

当期変動額合計 2,575 △4,316

当期末残高 60,383 56,067

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 379 404

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 182

当期変動額合計 24 182

当期末残高 404 586

評価・換算差額等合計

当期首残高 379 404

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 182

当期変動額合計 24 182

当期末残高 404 586

純資産合計

当期首残高 58,187 60,787

当期変動額

剰余金の配当 △316 △237

当期純利益又は当期純損失（△） 2,891 △4,078

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 24 182

当期変動額合計 2,599 △4,133

当期末残高 60,787 56,654
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

　

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

　

４．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 25～50年

機械装置及び運搬具 ５～７年

機械及び装置については、設備の更新状況及び操業度を勘案し、主として７年の耐用年数を適用し、かつ２・３交

替制の実施状況に応じた増加償却を行っております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　

６．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（3）役員賞与引当金

役員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末に負担すべき要支給額を計上しております。

（6）製品保証引当金

製品のアフターサービスによる支払に備えるため、保証費用の個別見積額を計上しております。
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

　

　

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産 　 　

売掛金 41,881百万円 41,209百万円

前渡金 2,874 2,358

未収入金 2,171 2,419

流動負債 　 　

買掛金 6,531 5,955

　

２　偶発債務

次の関係会社等について、兄弟会社及び金融機関からの借入に対し経営指導念書の差入、信用状の発行を行って

おります。

（1）経営指導念書

当社は、以下の子会社の兄弟会社からの借入に対して経営指導念書を差入れております。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

㈱アスモ・インドネシア
　

－百万円

（7,000千米ドル)

665百万円

阿斯莫（杭州蕭山）微電機有限公司
　

－

（105,000千中国元)

1,623

　

（2）信用状

当社は、以下の子会社の通貨スワップ契約に対して信用状を発行しております。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

ニッポンワイパブレード(M)㈱　
（45,216千ＲＭ)

1,211百万円

（33,912千ＲＭ)

1,032百万円

ＲＭ：マレーシアリンギット

　

※３　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度末は銀行

休業日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

受取手形 4百万円 5百万円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
　
　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社への売上高 179,067百万円 204,354百万円

関係会社からの部品仕入高 56,902 63,377

関係会社への移転価格税制に関する調整金 － 4,467

　

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

　
　
　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

売上原価に含まれるたな卸資産評価損 93百万円 △11百万円

　

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　
　
　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

研究開発費 11,896百万円 12,865百万円

　

※４　他勘定振替高

主として試験研究費への振替高であります。　

　

※５　固定資産除売却損

主として次期型製品への切り替えに伴う機械装置及び工具器具備品の更新に伴う除売却によるものであります。　

　

※６　貸与資産減価償却費

主として仕入先への建物・機械及び装置等の貸与資産に係る減価償却費であります。

　

※７　固定資産除却損

休止設備及び長期未稼働設備の有姿除却等によるものであります。

なお、内訳は次のとおりであります。

　
　
　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物 5百万円 5百万円

構築物 8 0

機械及び装置 41 3

その他 2 0

計 58 9

　

※８　製品保証引当金戻入額

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

パワーステアリングモータに係る保証費用見積額と実績額との差額であります。

 

※９　厚生年金脱退一時金

日本自動車部品工業厚生年金基金からの脱退に伴う特別掛金等であります。

 

※10　子会社支援損

アスモ・ノースアメリカＬＬＣの子会社との取引に対しての移転価格税制に関する調整金であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

　

　

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

計測器であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　

　

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,517百万円、関連会社株式945百万円、

前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,517百万円、関連会社株式945百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることがきわめて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産   

減価償却費 2,754百万円 2,528百万円

退職給付引当金 4,940 4,952

賞与引当金 1,595 1,776

製品保証引当金 184 302

税務上の繰越欠損金 6,200 7,813

関係会社株式評価損 4,660 4,660

その他 1,431 1,562

繰延税金資産小計 21,768 23,595

評価性引当額 △21,768 △22,377

繰延税金資産合計 － 1,217

繰延税金負債 　 　

固定資産圧縮積立金 △1,322 △1,270

その他有価証券評価差額金 △187 △273

その他 △81 △92

繰延税金負債合計 △1,591 △1,636

繰延税金資産（△は負債）の純額 △1,591 △418

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
前事業年度

（平成24年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 39.7％ 　 法定実効税率 37.2％

（調整）     　 （調整）     

外国源泉税 3.8 　 外国源泉税 △3.2

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△2.0
　 受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

0.5
　

交際費等永久に損金に算入されない項
目

3.9
　 交際費等永久に損金に算入されない項
目

△0.7
　

住民税均等割等 0.6 　 住民税均等割等 △0.3

評価性引当額 △129.9 　 評価性引当額 △11.8

過年度法人税等 9.7 　 税率変更による期末繰延税金負債の減
額修正

0.2
税金等見積差額 △4.2 　

税率変更による期末繰延税金負債の減
額修正　

△5.7
　 税率変更による期末評価性引当額の減
額修正

△0.5
　

税率変更による期末評価性引当額の減
額修正

89.5
　 その他 △0.6

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.8

その他 △0.4 　 　     

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.0 　 　     
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（１株当たり情報）

　
　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 3,837.50円 3,576.53円

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額(△)
182.56円 △257.47円

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株あたり当期純損失金額であり、

また潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円）
2,891 △4,078

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失

金額(△)（百万円）
2,891 △4,078

期中平均株式数（千株） 15,840 15,840

 

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他

有価証券

トヨタ自動車㈱ 125,939 612

デンソー・インド㈱ 1,393,982 106

日野自動車㈱ 82,687 83

マツダ㈱ 266,905 75

㈱東海理化電機製作所 33,837 56

富士重工業㈱ 32,187 47

㈱小糸製作所 24,200 39

ダイハツ工業㈱ 20,000 39

三菱自動車工業㈱ 116,252 11

浜名湖観光開発㈱ 2 2

その他(７銘柄) 23,230 7

計 2,119,221 1,080
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産          

建物 25,258　 247 　 77 25,42820,011 487 5,417

構築物 3,163　 3 　 16 3,151 2,655 61 495

機械及び装置 122,022※１ 3,146※３ 3,053122,115113,6155,043 8,499

車両運搬具 887 　 48 　 51 884 794 43 90

工具、器具及び備品 21,069　 1,197　 1,116 21,15019,892 1,513 1,257

土地 8,009　 55 　 － 8,064 － － 8,064

リース資産 6 　 3 　 － 9 5 1 3

建設仮勘定 1,691※２ 4,713※４ 4,133 2,271 － － 2,271

有形固定資産計 182,108　 9,415　 8,448183,074156,9747,150 26,099

無形固定資産          

ソフトウエア － 　 － 　 － 3,100 2,781 140 318

その他 － 　 － 　 － 379 308 － 71

無形固定資産計 － 　 － 　 － 3,480 3,090 140 389

（注）１．当期増加額及び減少額の主なものは下記のとおりです。

※１　機械及び装置（増加額）  ※３　機械及び装置（減少額）

　 専用機 1,534百万円  　 専用機 1,488百万円

　 汎用機 390　  　 汎用機 378　

　 その他 1,222　  　 その他 1,186　

　 計 3,146　  　 計 3,053　

※２　建設仮勘定（増加額）  ※４　建設仮勘定（減少額）

　 工機 4,673百万円  　 工機 4,072百万円

　 その他 39　  　 その他 61　

　 計 4,713　  　 計 4,133　

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 15 12 － 14 12

賞与引当金 4,289 4,774 4,289 － 4,774

役員賞与引当金 35 46 35 － 46

製品保証引当金 496 478 161 1 812

役員退職慰労引当金 227 63 42 － 248

（注）１．貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権の洗替処理によるものであります。

２．製品保証引当金の当期減少額のその他は、見積りの修正によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

（a）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金 　

当座預金 2

普通預金 362

別段預金 0

計 365

合計 366

（b）受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ダイハツ工業㈱ 823

トヨタ自動車㈱ 192

ベバストジャパン㈱ 80

富士機工㈱ 55

市光工業㈱ 16

その他 33

合計 1,202

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成25年３月 5

平成25年４月 452

平成25年５月 293

平成25年６月 44

平成25年７月 403

平成25年８月 2

合計 1,202
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（c）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱デンソー 25,668

アスモ・ノースカロライナ㈱ 5,170

㈱アスモ・インドネシア 4,427

アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロライナ㈱ 2,146

豊田通商㈱ 1,451

その他 9,833

合計 48,698

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

項目 金額（百万円） 　

当期首残高　(A) 51,613 　

当期発生高　(B) 243,001 　

当期回収高　(C) 245,916 　

当期末残高　(D) 48,698 　

回収率

(C)÷[(A)＋(B)]×100
83.5%

滞留期間 75.3日

[(A)＋(D)]÷２

(B)÷365
 　

（d）商品及び製品

品目 金額（百万円）

製品     

自動車用小型モータ事業 2,887

合計 2,887

（e）仕掛品

品目 金額（百万円）

一般製造工程仕掛品 3,864

試作仕掛品他 2,019

合計 5,883
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（f）原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

原材料  

素材 59

小計 59

貯蔵品  

生産用消耗品 741

工機関係部品 50

その他 255

小計 1,047

合計 1,106

（g）関係会社預け金

相手先 金額（百万円）

㈱デンソー 9,930

合計 9,930

②固定資産

関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

アスモ・ノースアメリカＬＬＣ 4,755

㈱アスモ・インドネシア 2,069

デンソー豊星㈱ 945

日本ワイパブレード㈱ 625

アスモ・グリーンビル・オブ・ノースカロライナ㈱ 520

その他 1,547

合計 10,463
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③流動負債

（a）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

富士ゼロックス㈱ 6

㈱佐藤製作所 6

その他 2

合計 14

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成25年４月 6

平成25年５月 5

平成25年６月 1

平成25年７月 1

合計 14

（b）買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱デンソー財経センター（注） 13,155

㈱デンソー 2,332

宮崎アスモ㈱ 1,204

豊田通商㈱ 1,123

日本ワイパブレード㈱ 1,033

その他 19,469

合計 38,319

（注）ファクタリング取引契約を締結しております。
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（c）設備関係支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱トーキンEMCエンジニアリング 36

その他 1

合計 37

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成25年４月 36

平成25年５月 0

平成25年６月 0

平成25年７月 0

合計 37

　

④固定負債

退職給付引当金

区分 金額（百万円）

未積立退職給付債務 20,631

未認識数理計算上の差異 △3,100

その他 △3,417

合計 14,113

 

（３）【その他】

特に記載すべき事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

ただし、必要があるときは、上記以外の株式数を表示した株券を発行する

ことができる。

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 該当事項はありません

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料（注１）

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項はありません

株主名簿管理人 該当事項はありません

取次所 該当事項はありません

買取手数料 該当事項はありません

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）１．新券交付手数料に関し、平成15年４月１日の改正商法により株券失効制度が創設されたことに伴い、喪失の

場合、株数喪失登録申請に係る手数料として別途定める額が必要となります。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第87期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月19日東海財務局長に提出

(2)半期報告書

（第88期中）（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）平成24年12月25日東海財務局長に提出

(3)臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

（連結会社、提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象の発

生）に基づくもの　平成25年４月26日東海財務局長に提出

(4)臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

（提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象の発生）に基づく

もの　平成25年４月26日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成25年６月17日

ア　ス　モ　株　式　会　社    

 取 締 役 会　　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西　　松　　真　　人　　 印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　　藤　　達　　治　　 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアスモ株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アスモ

株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成25年６月17日

ア　ス　モ　株　式　会　社    

 取 締 役 会　　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西　　松　　真　　人　　 印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　　藤　　達　　治　　 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアスモ株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第８８期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アスモ株式

会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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